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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水系分散媒中に異なる複数の材料を含む分散質が分散した水系分散液を、吐出すること
により液滴を得る工程と、
　前記液滴から前記水系分散媒を除去する工程と、
　前記除去する工程で前記液滴から前記水系分散媒を除去することにより前記液滴中に含
まれる前記分散質の凝集体として得られるトナー粒子を絶縁性液体中に導入する工程と、
　を有することを特徴とする液体現像剤の製造方法。
【請求項２】
　前記液滴を得る工程は、前記水系分散液を吐出する請求項１に記載の液体現像剤の製造
方法。
【請求項３】
　前記除去する工程と前記導入する工程を連続で行なうことを特徴とする請求項１または
２に記載の液体現像剤の製造方法。
【請求項４】
　前記絶縁性液体に導入される前記トナー粒子は、樹脂材料を含み、前記樹脂材料の吸水
量以上の水分を含むものである請求項１乃至３のいずれか一項に記載の液体現像剤の製造
方法。
【請求項５】
　前記絶縁性液体に導入される前記トナー粒子の含水量は、０．３～５．０ｗｔ％である
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請求項１乃至４のいずれか一項に記載の液体現像剤の製造方法。
【請求項６】
　前記液滴の平均粒径は、１．０～１００μｍである請求項１乃至５のいずれか一項に記
載の液体現像剤の製造方法。
【請求項７】
　前記水系分散液は、乳化重合法により製造された微粒子を、前記分散質として含むもの
である請求項１乃至６のいずれか一項に記載の液体現像剤の製造方法。
【請求項８】
　前記水系分散液は、粉砕法により得られた粉末を用いて調製されたものである請求項１
乃至６のいずれか一項に記載の液体現像剤の製造方法。
【請求項９】
　水系分散媒中に異なる複数の材料を含む分散質が分散した水系分散液を、液滴として吐
出するヘッド部と、
　前記ヘッド部より吐出された前記液滴から前記水系分散媒を除去し、トナー粒子を得る
、分散媒除去部と、
　前記分散媒除去部で得られた前記トナー粒子を絶縁性液体に導入する絶縁性液体貯留部
と、
を有する液体現像剤製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体現像剤の製造方法および液体現像剤製造装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　潜像担持体上に形成した静電潜像を現像するために用いられる現像剤には、顔料等の着
色剤および結着樹脂を含む材料で構成されるトナーを乾式状態で用いる乾式トナーによる
方法と、トナーを電気絶縁性の担体液に分散した液体現像剤を用いる方法とがある。
　乾式トナーを用いる方法は、固体状態のトナーを取り扱うので、取り扱い上の有利さは
あるものの、粉体による人体等への悪影響が懸念されるほか、トナーの飛散による汚れ、
トナーを分散した際の均一性等に問題がある。また、乾式トナーでは、保存時等における
粒子の凝集が起こり易く、トナー粒子の大きさを十分に小さくするのが困難であり、解像
度の高いトナー画像を形成するのが困難であるという問題がある。また、トナー粒子の大
きさを比較的小さなものとした場合には、上述したような粉体であることによる問題が更
に顕著なものとなる。
【０００３】
　一方、液体現像剤を用いる方法では、保存時における液体現像剤中でのトナー粒子の凝
集が効果的に防止されるため、微細なトナー粒子を用いることが可能であり、また、結着
樹脂として、低軟化点（低軟化温度）のものを用いることができる。その結果、液体現像
剤を用いる方法では、細線画像の再現性が良く、階調再現性が良好で、カラーの再現性に
優れており、また、高速での画像形成方法としても優れているという特徴を有している。
【０００４】
　従来、液体現像剤は、従来、樹脂を粉砕することによりトナーを製造する粉砕法（例え
ば、特許文献１参照）、モノマー成分を電気絶縁性液体中で重合させることにより、前記
電気絶縁性液体に不溶な樹脂微粒子を形成する重合法（例えば、特許文献２参照）非水系
の溶媒に、樹脂材料および顔料を溶解した溶液に、攪拌しながら、樹脂材料に対して溶解
性のない溶媒を添加していくことにより、樹脂材料を析出させる析出法（例えば、特許文
献３参照）等により、製造されてきた。
【０００５】
　しかしながら、従来の液体現像剤の製造方法では、以下のような問題点があった。
　すなわち、粉砕法では、トナー粒子を十分小さな大きさ（例えば、５μｍ以下）に粉砕
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するのが困難であり、トナー粒子の大きさを、上述したような液体現像剤を用いることに
よる効果を十分に発揮し得る大きさとするには、非常に長い時間、非常に大きな粉砕エネ
ルギーを要し、液体現像剤の生産性が著しく低かった。また、粉砕法では、トナー粒子の
粒度分布が広く（粒径のばらつきが大きく）なり易く、また、トナー粒子の形状が不均一
になり易い。その結果、各トナー粒子間での特性（例えば、帯電特性等）のばらつきが大
きくなり易い。また、樹脂を、無極性溶媒（絶縁性液体）中での湿式粉砕ではなく、乾式
粉砕することも考えられるが、このような場合、粉砕により微粉末が形成されたとしても
、当該微粉末は凝集し易く、トナー粒子の大きさを十分に小さいものとするのが困難であ
る。
【０００６】
　また、重合法では、重合反応の条件を好適なものとするのが困難で、好適な分子量の樹
脂材料を生成したり、所望の大きさのトナー粒子を形成したり、トナー粒子の大きさのば
らつきを十分に小さくするのが困難である。その結果、トナーの品質の安定性、信頼性は
、低いものになり易い。また、重合法では、トナー粒子の形成に比較的長い時間を要し、
液体現像剤の生産性に劣る。また、重合法では、一般に、大型の生産装置、生産設備が必
要である。
【０００７】
　また、析出法では、樹脂材料の析出時に、各材料（特に、顔料）が凝集し易く、各トナ
ー粒子間での組成、特性のばらつきが大きくなり易いという問題点があった。また、析出
法では顔料の凝集が起こりやすいため、得られる液体現像剤を用いた場合、現像時に色む
らやカブリ等が生じ、十分に鮮明な画像を形成するのが困難であった。
　また、従来の方法で製造された液体現像剤は、一般に、紙等の記録媒体に対するトナー
粒子の定着性が劣るという問題点もあった。
【０００８】
【特許文献１】特開平７－２３４５５１号公報
【特許文献２】特公平８－７４７０号公報
【特許文献３】特開２００３－３４５０７１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、粒度分布の幅が小さく、均一な形状を有し、トナー粒子を構成する各
成分の特性が十分に発揮される液体現像剤を提供すること、また、このような液体現像剤
を効率良く製造することが可能な液体現像剤の製造方法を提供することにある。特に、環
境に優しい方法で、粒度分布の幅が小さく、均一な形状を有し、記録媒体に対するトナー
粒子の定着性に優れた液体現像剤を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　このような目的は、下記の本発明により達成される。
　本発明の液体現像剤の製造方法は、水系分散媒中に異なる複数の材料を含む分散質が分
散した水系分散液を、吐出することにより液滴を得る工程と、
　前記液滴から前記水系分散媒を除去する工程と、
　前記除去する工程で前記液滴から前記水系分散媒を除去することにより前記液滴中に含
まれる前記分散質の凝集体として得られるトナー粒子を絶縁性液体中に導入する工程と、
　を有することを特徴とする。
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記液滴を得る工程は、前記水系分散液を吐出す
ることが好ましい。
　本発明の液体現像剤の製造方法は、前記除去する工程と前記導入する工程を連続で行な
うことが好ましい。
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記絶縁性液体に導入される前記トナー粒子は、
樹脂材料を含み、前記樹脂材料の吸水量以上の水分を含むものであることが好ましい。
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　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記絶縁性液体に導入される前記トナー粒子の含
水量は、０．３～５．０ｗｔ％であることが好ましい。
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記液滴の平均粒径は、１．０～１００μｍであ
ることが好ましい。
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記水系分散液は、乳化重合法により製造された
微粒子を、前記分散質として含むものであることが好ましい。
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記水系分散液は、粉砕法により得られた粉末を
用いて調製されたものであることが好ましい。
　本発明の液体現像剤製造装置では、水系分散媒中に異なる複数の材料を含む分散質が分
散した水系分散液を、液滴として吐出するヘッド部と、
　前記ヘッド部より吐出された前記液滴から前記水系分散媒を除去し、トナー粒子を得る
、分散媒除去部と、
　前記分散媒除去部で得られた前記トナー粒子を絶縁性液体に導入する絶縁性液体貯留部
と、
を有することを特徴とする。
　以上の構成により、粒度分布の幅が小さく、均一な形状を有し、トナー粒子を構成する
各成分の特性が十分に発揮される液体現像剤を効率良く（生産性良く）製造することが可
能な液体現像剤の製造方法を提供することができる。特に、環境に優しい方法で、粒度分
布の幅が小さく、均一な形状を有し、記録媒体に対するトナー粒子の定着性に優れた液体
現像剤を製造することが可能な液体現像剤の製造方法を提供することができる。
　また、本発明の液体現像剤の製造方法は、絶縁性液体中にトナー粒子が分散した液体現
像剤を製造する方法であって、
　水系液体で構成された水系分散媒中に、分散質が分散した水系分散液の液滴を得る工程
と、
　前記水系分散液の液滴から前記水系分散媒を除去し、前記水系分散液の液滴中に含まれ
る前記複数種の分散質の凝集体として得られるトナー粒子を、直接、前記絶縁性液体中に
分散させる工程とを有し、
　前記水系分散液の液滴は、互いに異なる材料を含む複数種の分散質を含むものであるこ
とを特徴とする。
【００１１】
　これにより、粒度分布の幅が小さく、均一な形状を有し、トナー粒子を構成する各成分
の特性が十分に発揮される液体現像剤を効率良く（生産性良く）製造することが可能な液
体現像剤の製造方法を提供することができる。特に、環境に優しい方法で、粒度分布の幅
が小さく、均一な形状を有し、記録媒体に対するトナー粒子の定着性に優れた液体現像剤
を製造することが可能な液体現像剤の製造方法を提供することができる。
【００１２】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記水系分散液の液滴は、互いに異なる材料を含
む複数種の分散質を含む前記水系分散液を吐出することにより形成されることが好ましい
。
　これにより、液滴から水系分散媒が除去され、液滴中に含まれる複数種の分散質の凝集
体としてのトナー粒子を形成することができる。
【００１３】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記水系分散液は、第１の分散質が分散した第１
の分散液と、
　前記第１の分散質を構成する材料と異なる材料を含む第２の分散質が分散した第２の分
散液とを混合することにより調製されることが好ましい。
　これにより、例えば、トナーの構成材料中に、互いに分散または相溶し難い成分を含む
場合であっても、それらを別の分散液（第１の分散液、第２の分散液）として調製し、こ
れらを混合して水系分散液を得ることにより、複数種の分散質をより均一に分散させるこ
とができる。その結果、最終的に得られる液体現像剤中における各トナー粒子間での特性
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のばらつきをより小さいものとすることができる。
【００１４】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、第１の分散質が分散した第１の分散液の第１の液
滴と、
　前記第１の分散質を構成する材料と異なる材料を含む第２の分散質が分散した第２の分
散液の第２の液滴とを衝突・合一させることにより、前記水系分散液の液滴を得、その後
、前記水系分散液の液滴から前記水系分散媒を除去することにより前記凝集体を得ること
が好ましい。
　これにより、第１の分散液と第２の分散液との比重等が異なり、混合し難いものであっ
ても、形成される液滴の組成をほぼ均一なものとすることができる。その結果、最終的に
得られる液体現像剤中における各トナー粒子間での特性のばらつきをより小さいものとす
ることができる。
【００１５】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記第１の分散液および前記第２の分散液のうち
、一方の分散液にのみ着色剤が含まれ、一方の分散液にのみ樹脂材料が含まれることが好
ましい。
　これにより、最終的に得られるトナーを紙等の転写材（記録媒体）に転写した際に、色
のずれや色のにじみ等を効果的に防止することができる。
【００１６】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記第１の分散液および前記第２の分散液のうち
、一方の分散液にのみ着色剤が含まれ、他方の分散液にのみ帯電制御剤が含まれることが
好ましい。
　着色剤と帯電制御剤とを併用した場合、着色剤の種類によっては（特に、カーボンブラ
ックの場合）、着色剤と帯電制御剤とが接触することによって、帯電制御剤の機能が阻害
されることがある。しかし、このように異なる分散液に含ませることによって、得られる
トナー粒子中において、着色剤と帯電制御剤とを適度に離した状態で存在させることがで
きるため、最終的に得られるトナーは、優れた発色性を保持しつつ、帯電特性にも優れた
ものとなる。
【００１７】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記トナー粒子は、樹脂材料を含み、該樹脂材料
の吸水量以上の水分を含むものであることが好ましい。
　これにより、記録媒体に対するトナー粒子の定着性を特に優れたものとすることができ
る。
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記トナー粒子の含水量は、０．３～５．０ｗｔ
％であることが好ましい。
　これにより、トナー粒子の帯電性を十分に良好なものとしつつ、記録媒体に対するトナ
ー粒子の定着性を特に優れたものとすることができる。
【００１８】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記液滴の平均粒径は、１．０～１００μｍであ
ることが好ましい。
　これにより、水系分散媒の除去を、より効率良く行うことができる。また、適度な粒径
を有するトナー粒子を、より確実に形成することができる。
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記水系分散液は、乳化重合法により製造された
微粒子を、前記分散質として含むものであることが好ましい。
　これにより、粒径が安定した粒子を形成できる。
【００１９】
　本発明の液体現像剤の製造方法では、前記水系分散液は、粉砕法により得られた粉末を
用いて調製されたものであることが好ましい。
　これにより、容易かつ確実に、水系分散液を構成する分散質の大きさを十分に小さなも
のとすることができ、その結果、トナー粒子の大きさを十分に小さなものとすることがで
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きる。
　本発明の液体現像剤は、本発明の方法により製造されたことを特徴とする。
　これにより、粒度分布の幅が小さく、均一な形状を有し、記録媒体に対するトナー粒子
の定着性に優れた液体現像剤を提供することができる。
【００２０】
　本発明の液体現像剤では、トナー粒子の平均粒径が０．１～５μｍであることが好まし
い。
　これにより、各トナー粒子間での帯電特性、定着特性等の特性のばらつきを特に小さい
ものとし、液体現像剤全体としての信頼性を特に高いものとしつつ、液体現像剤（トナー
）により形成される画像の解像度を十分に高いものとすることができる。
　本発明の液体現像剤では、各トナー粒子間での粒径の標準偏差が１．０μｍ以下である
ことが好ましい。
　これにより、各トナー粒子間での帯電特性、定着特性等の特性のばらつきが特に小さく
なり、液体現像剤全体としての信頼性がさらに向上する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明の液体現像剤の製造方法および液体現像剤の好適な実施形態について、添
付図面を参照しつつ詳細に説明する。
　図１は、水系乳化液（水系分散液）の調製に用いる混練物を製造するための混練機、冷
却機の構成の一例を模式的に示す縦断面図、図２は、本発明の液体現像剤の製造に用いら
れる液体現像剤製造装置の第１実施形態を模式的に示す縦断面図、図３は、図２に示す液
体現像剤製造装置のヘッド部付近の拡大断面図である。以下、図１中、左側を「基端」、
右側を「先端」として説明する。
【００２２】
　＜トナー粒子の構成材料＞
　まず、液体現像剤を構成するトナー（トナー粒子）の構成材料について説明する。
　１．樹脂（バインダー樹脂）
　液体現像剤を構成するトナーは、主成分としての樹脂（バインダー樹脂）を含む材料で
構成されている。
【００２３】
　本発明においては、樹脂（バインダー樹脂）は、特に限定されず、いかなるものであっ
てもよいが、後述する水系液体に対して自己分散性を有する自己分散型樹脂であるのが好
ましい。自己分散型樹脂を用いることにより、水系分散液中における分散質の分散性を特
に優れたものとすることができるとともに、分散質中に適度な水分を含ませることができ
、最終的なトナー粒子を、適度な含水量を有するものとして得ることができる。なお、本
明細書中において、「自己分散性」とは、分散剤を用いなくても分散媒に対する分散性を
有する性質のことを指す。そして、「自己分散型樹脂」とは、このような自己分散性を有
する樹脂材料のことを指す。
【００２４】
　自己分散型樹脂としては、特に限定されないが、例えば、後述する水性液体に対する親
液性（親水性）を有する基を多数有する樹脂が挙げられる。
　前記親液性（親水性）を有する基（官能基）としては、例えば、－ＣＯＯ－基、－ＳＯ

３
－、－ＣＯ基、－ＯＨ基、－ＯＳＯ３

－基、－ＣＯＯ－基、－ＳＯ３－、－ＯＳＯ３－
基、－ＰＯ３Ｈ２、－ＯＨ基、－ＯＳＯ３

－基、－ＣＯＯ－基、－ＳＯ３－、－ＯＳＯ３

－基、－ＰＯ３
２－、－ＰＯ４

－基、および第４級アンモニウムならびにそれらの塩等が
挙げられる。このような自己分散型樹脂は、水系液体に対する分散性が特に優れているた
め、分散剤を用いることなく、または、極めて少量の分散剤を用いるだけで、後述するよ
うな水系分散液（水系乳化液、水系懸濁液）を好適に調製することができる。これにより
、例えば、最終的な液体現像剤中に分散剤が含まれることによる問題の発生を効果的に防
止することができる。より具体的には、液体現像剤において、分散剤がトナー粒子の帯電
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特性に悪影響を与えるのを効果的に防止することができる。また、分散液の調製に分散剤
を用いることに起因する消泡性の低下による発泡を効果的に防止することができ、後述す
るような水系分散液（水系懸濁液）の吐出時における吐出安定性が向上する。また、液体
現像剤を構成するキャリア液に粒子を分散する際、分散剤や帯電制御剤を吸着しやすくな
り、分散および帯電をさらに安定化することができる。
【００２５】
　また、上記のような基は、それ自体が電荷を帯び易い性質を有しており、トナー粒子そ
のものの帯電性を向上させる上でも有利である。
　また、前述した基の中でも、特に、－ＣＯＯ－基、－ＳＯ３－基が好ましい。このよう
な基を有する自己分散型樹脂は、水系液体に対する分散性が特に優れており、適度な水分
保持力を有するとともに、また、製造が比較的容易で、比較的安価に入手でき、その結果
、液体現像剤の製造の更なる低コスト化を図ることができる。
【００２６】
　上記のような基は、樹脂材料を構成する高分子の側鎖に存在するものであるのが好まし
い。これにより、水系液体に対する親和性を特に優れたものとすることができ、水系分散
液（水系乳化液、水系懸濁液）中における、自己分散型樹脂で構成された分散質の分散性
を特に優れたものとすることができる。また、極性有機溶媒を用いなくても、特に優れた
分散状態の分散液が得られる。
【００２７】
　上記のような自己分散型樹脂は、例えば、後述する原料となる樹脂材料（原料樹脂）ま
たはそのモノマー（単量体）、ダイマー（２量体）、オリゴマー等に、前述したような官
能基を有する材料を結合させることにより、製造することができる。
　例えば、－ＣＯＯ－基を有する自己分散型樹脂は、水難溶性または水不溶性の樹脂（原
料樹脂）に不飽和カルボン酸類をグラフト共重合またはブロック共重合させること、また
は、熱可塑性樹脂を構成する単量体と不飽和カルボン酸類とをランダム共重合させること
により、製造することができる。
【００２８】
　不飽和カルボン酸類としては、例えば、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、フマル酸、
テトラヒドロフタル酸、イタコン酸、シトラコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、ナジ
ック酸、無水マレイン酸、無水シトラコン酸等の不飽和モノカルボン酸またはジカルボン
酸またはその無水物、その不飽和カルボン酸のメチル、エチル、プロピル等のモノエステ
ル、ジエステル等のエステル化物、また、アルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩、アンモ
ニウム塩等の不飽和カルボン酸塩類等を用いることができる。
【００２９】
　また、例えば、－ＳＯ３－基を有する自己分散型樹脂は、熱可塑性樹脂（原料樹脂）に
不飽和スルホン酸類をグラフト共重合またはブロック共重合させること、付加重合性熱可
塑性樹脂を構成する不飽和単量体と不飽和スルホン酸類を含有する単量体とをランダム共
重合させること、または、重縮合系熱可塑性樹脂を構成する単量体と不飽和スルホン酸類
を含有する単量体とを重縮合させることにより、製造することができる。
【００３０】
　不飽和スルホン酸類としては、例えば、スチレンスルホン酸類、スルホアルキル（メタ
）アクリレート類、またはこれらの金属塩、アンモニウム塩等を用いることができる。ま
た、スルホン酸類を含有する単量体としては、スルホイソフタル酸類、スルホテレフタル
酸類、スルホフタル酸類、スルホコハク酸類、スルホ安息香酸類、スルホサリチル酸類、
またはこれらの金属塩、アンモニウム塩等を用いることができる。
【００３１】
　原料となる樹脂（原料樹脂）としては、例えば、（メタ）アクリル系樹脂、ポリカーボ
ネート樹脂、ポリスチレン、ポリ－α－メチルスチレン、クロロポリスチレン、スチレン
－クロロスチレン共重合体、スチレン－プロピレン共重合体、スチレン－ブタジエン共重
合体、スチレン－塩化ビニル共重合体、スチレン－酢酸ビニル共重合体、スチレン－マレ
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イン酸共重合体、スチレン－アクリル酸エステル共重合体、スチレン－メタクリル酸エス
テル共重合体、スチレン－アクリル酸エステル－メタクリル酸エステル共重合体、スチレ
ン－α－クロルアクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリロニトリル－アクリル酸エ
ステル共重合体、スチレン－ビニルメチルエーテル共重合体等のスチレン系樹脂でスチレ
ンまたはスチレン置換体を含む単重合体または共重合体、ポリエステル系樹脂、エポキシ
樹脂、ウレタン変性エポキシ樹脂、シリコーン変性エポキシ樹脂、塩化ビニル樹脂、ロジ
ン変性マレイン酸樹脂、フェニール樹脂、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン、アイオ
ノマー樹脂、ポリウレタン樹脂、シリコーン樹脂、ケトン樹脂、エチレン－エチルアクリ
レート共重合体、キシレン樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、テルペン樹脂、フェノール
樹脂、脂肪族または脂環族炭化水素樹脂等が挙げられ、これらのうち１種または２種以上
を組み合わせて用いることができる。
　また、上記のような自己分散型樹脂は、例えば、前述したような官能基を有する前駆体
（例えば、対応するモノマー（単量体）、ダイマー（２量体）、オリゴマー等）を重合さ
せること等によっても製造することができる。
【００３２】
　前記自己分散型樹脂に含有されている前記官能基（親水基）の数は、前記自己分散型樹
脂１００ｇに対して０．００１～０．０５０ｍｏｌであるのが好ましく、０．００５～０
．０３０ｍｏｌであるのがより好ましい。これにより、トナーとして必要な特性をより効
果的に維持しつつ、自己分散型樹脂を主材料とする分散質の分散性を向上させることがで
きる。
　上記のような自己分散型樹脂の、トナー粒子中における含有率は、特に限定されないが
、５５～９５ｗｔ％であるのが好ましく、６０～９０ｗｔ％であるのがより好ましく、６
５～８５ｗｔ％であるのがさらに好ましい。自己分散型樹脂の含乳率が前記下限値未満で
あると、水系分散液（水系乳化液、水系懸濁液）における分散質の分散性を十分に高いも
のとするのが困難となる可能性がある。一方、自己分散型樹脂の含乳率が前記上限値を超
えると、相対的に着色剤の含有率が低下し、最終的な液体現像剤を用いた際に、十分な濃
度の可視像を形成するのが困難になる可能性がある。
　なお、トナーは、上述したような自己分散型樹脂以外の樹脂材料を含むものであっても
よい。このような樹脂材料（自己分散型樹脂以外の樹脂材料）としては、例えば、上記で
原料樹脂として例示したものを用いることができる。
【００３３】
　樹脂（樹脂材料）の軟化温度は、特に限定されないが、５０～１２０℃であるのが好ま
しく、６０～１１５℃であるのがより好ましく、６５～１１５℃であるのがさらに好まし
い。なお、本明細書で、軟化温度とは、高化式フローテスターにおける昇温速度５℃／ｍ
ｉｎ、ダイ穴径１．０ｍｍの条件で規定される軟化開始温度のことを指す。また、複数種
の樹脂成分を含む場合、樹脂（樹脂材料）の軟化温度としては、これらの成分についての
加重平均値を採用することができる。
【００３４】
　２．着色剤
　また、トナーは、着色剤を含んでいる。着色剤としては、例えば、顔料、染料等を使用
することができる。このような顔料、染料としては、例えば、カーボンブラック、スピリ
ットブラック、ランプブラック（Ｃ．Ｉ．Ｎｏ．７７２６６）、マグネタイト、チタンブ
ラック、黄鉛、カドミウムイエロー、ミネラルファストイエロー、ネーブルイエロー、ナ
フトールイエローＳ、ハンザイエローＧ、パーマネントイエローＮＣＧ、クロムイエロー
、ベンジジンイエロー、キノリンイエロー、タートラジンレーキ、赤口黄鉛、モリブデン
オレンジ、パーマネントオレンジＧＴＲ、ピラゾロンオレンジ、ベンジジンオレンジＧ、
カドミウムレッド、パーマネントレッド４Ｒ、ウオッチングレッドカルシウム塩、エオシ
ンレーキ、ブリリアントカーミン３Ｂ、マンガン紫、ファストバイオレットＢ、メチルバ
イオレットレーキ、紺青、コバルトブルー、アルカリブルーレーキ、ビクトリアブルーレ
ーキ、ファーストスカイブルー、インダンスレンブルーＢＣ、群青、アニリンブルー、フ
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タロシアニンブルー、カルコオイルブルー、クロムグリーン、酸化クロム、ピグメントグ
リーンＢ、マラカイトグリーンレーキ、フタロシアニングリーン、ファイナルイエローグ
リーンＧ、ローダミン６Ｇ、キナクリドン、ローズベンガル（Ｃ．Ｉ．Ｎｏ．４５４３２
）、Ｃ．Ｉ．ダイレクトレッド１、Ｃ．Ｉ．ダイレクトレッド４、Ｃ．Ｉ．アシッドレッ
ド１、Ｃ．Ｉ．ベーシックレッド１、Ｃ．Ｉ．モーダントレッド３０、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トレッド４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２
２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８４、Ｃ．Ｉ．ダイレクトブルー１、Ｃ．Ｉ．ダイレク
トブルー２、Ｃ．Ｉ．アシッドブルー９、Ｃ．Ｉ．アシッドブルー１５、Ｃ．Ｉ．ベーシ
ックブルー３、Ｃ．Ｉ．ベーシックブルー５、Ｃ．Ｉ．モーダントブルー７、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー５：１、Ｃ．Ｉ．ダイレクトグリーン６、Ｃ．Ｉ．ベーシックグリーン４、Ｃ．Ｉ．ベ
ーシックグリーン６、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９
３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１６２、ニグロシン染料（Ｃ．Ｉ．
Ｎｏ．５０４１５Ｂ）、金属錯塩染料、シリカ、酸化アルミニウム、マグネタイト、マグ
ヘマイト、各種フェライト類、酸化第二銅、酸化ニッケル、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム
、酸化チタン、酸化マグネシウム等の金属酸化物や、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉのような磁性金属
を含む磁性材料等が挙げられ、これらのうち１種または２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００３５】
　３．その他の成分
　また、トナーは、上記以外の成分を含むものであってもよい。このような成分としては
、例えば、ワックス、帯電制御剤、磁性粉末等が挙げられる。
　ワックスとしては、例えば、オゾケライト、セルシン、パラフィンワックス、マイクロ
ワックス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロラタム、フィッシャー・トロプシュワ
ックス等の炭化水素系ワックス、カルナウバワックス、ライスワックス、ラウリン酸メチ
ル、ミリスチン酸メチル、パルミチン酸メチル、ステアリン酸メチル、ステアリン酸ブチ
ル、キャンデリラワックス、綿ロウ、木ロウ、ミツロウ、ラノリン、モンタンワックス、
脂肪酸エステル等のエステル系ワックス、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワック
ス、酸化型ポリエチレンワックス、酸化型ポリプロピレンワックス等のオレフィン系ワッ
クス、１２－ヒドロキシステアリン酸アミド、ステアリン酸アミド、無水フタル酸イミド
等のアミド系ワックス、ラウロン、ステアロン等のケトン系ワックス、エーテル系ワック
ス等が挙げられ、これらのうち１種または２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３６】
　帯電制御剤としては、例えば、安息香酸の金属塩、サリチル酸の金属塩、アルキルサリ
チル酸の金属塩、カテコールの金属塩、含金属ビスアゾ染料、ニグロシン染料、テトラフ
ェニルボレート誘導体、第四級アンモニウム塩、アルキルピリジニウム塩、塩素化ポリエ
ステル、ニトロフニン酸等が挙げられる。
　磁性粉末としては、例えば、マグネタイト、マグヘマイト、各種フェライト類、酸化第
二銅、酸化ニッケル、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、酸化チタン、酸化マグネシウム等の
金属酸化物や、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉのような磁性金属を含む磁性材料で構成されたもの等が
挙げられる。
　また、トナーの構成材料（成分）としては、上記のような材料のほかに、例えば、ステ
アリン酸亜鉛、酸化亜鉛、酸化セリウム、シリカ、酸化チタン、酸化鉄、脂肪酸、脂肪酸
金属塩等を用いてもよい。
【００３７】
＜第１実施形態＞
　次に、本発明の液体現像剤の製造方法の第１実施形態について説明する。
　本発明の液体現像剤の製造方法は、水系液体で構成された水系分散媒中に、分散質が分
散した水系分散液の液滴を得る工程と、水系分散液の液滴から水系分散媒を除去し、水系
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分散液の液滴中に含まれる複数種の分散質の凝集体として得られるトナー粒子を、直接、
絶縁性液体中に分散させる工程とを有し、前記水系分散液の液滴は、互いに異なる材料を
含む複数種の分散質を含むものであることを特徴とする。
【００３８】
　本発明で用いる水系分散液は、いかなる方法で調製されたものであってもよいが、本実
施形態では、第１の分散質が分散した第１の分散液と、第１の分散質を構成する材料と異
なる材料を含む第２の分散質が分散した第２の分散液とを用いて調製したものを用いる。
　また、本実施形態では、第１の分散液は、着色剤と樹脂材料とを含む混練物を用いて調
製したものを用いる。また、第２の分散液は、帯電制御剤と樹脂材料とを含み、着色剤を
実質的に含まない混練物を用いて調製したものを用いる。
【００３９】
　［第１の分散液の調製］
　まず、第１の分散液の調製について説明する。
　以下、着色剤と樹脂材料とを含む混練物Ｋ７を得る方法の一例について説明する。
　混練物Ｋ７は、例えば、図１に示すような装置を用いて製造することができる。
　（混練工程）
　混練に供される原料Ｋ５は、前述したような成分を含むものである。特に、着色剤を含
む組成物は、着色剤が空気を抱き込みやすいから、組成物中に空気が残存することが起こ
りやすいが、本工程で混練することにより、原料Ｋ５中に含まれる空気（特に着色剤が抱
き込んだ空気）を効率よく除去することができ、トナー粒子の内部に気泡が混入（残存）
するのを効果的に防止することができる。混練に供される原料Ｋ５は、これらの各成分が
予め混合されたものであるのが好ましい。
　本実施形態では、混練機として、２軸混練押出機を用いる構成について説明する。
　混練機Ｋ１は、原料Ｋ５を搬送しつつ混練するプロセス部Ｋ２と、混練された原料（混
練物Ｋ７）を所定の断面形状に形成して押し出すヘッド部Ｋ３と、プロセス部Ｋ２内に原
料Ｋ５を供給するフィーダーＫ４とを有している。
【００４０】
　プロセス部Ｋ２は、バレルＫ２１と、バレルＫ２１内に挿入されたスクリューＫ２２、
スクリューＫ２３と、バレルＫ２１の先端にヘッド部Ｋ３を固定するための固定部材Ｋ２
４とを有している。
　プロセス部Ｋ２では、スクリューＫ２２、スクリューＫ２３が、回転することにより、
フィーダーＫ４から供給された原料Ｋ５に剪断力が加えられ、均一な混練物Ｋ７が得られ
る。
【００４１】
　プロセス部Ｋ２の全長は、５０～３００ｃｍであるのが好ましく、１００～２５０ｃｍ
であるのがより好ましい。プロセス部Ｋ２の全長が前記下限値未満であると、原料Ｋ５中
の各成分を十分均一に混ぜ合わせることが困難となる可能性がある。一方、プロセス部Ｋ
２の全長が前記上限値を超えると、プロセス部Ｋ２内の温度、スクリューＫ２２、スクリ
ューＫ２３の回転数等によっては、熱による原料Ｋ５の変性が起こり易くなり、最終的に
得られる液体現像剤（トナー）の物性を十分に制御するのが困難になる可能性がある。
【００４２】
　また、混練時の原料温度は、原料Ｋ５の組成等により異なるが、８０～２６０℃である
のが好ましく、９０～２３０℃であるのがより好ましい。なお、プロセス部Ｋ２内での原
料温度は、均一であっても、部位により異なるものであってもよい。例えば、プロセス部
Ｋ２は、設定温度の比較的低い第１の領域と、該第１の領域より基端側に設けられ、かつ
、その設定温度が第１の領域より高い第２の領域とを有するようなものであってもよい。
【００４３】
　また、原料Ｋ５のプロセス部Ｋ２での滞留時間（通過に要する時間）は、０．５～１２
分であるのが好ましく、１～７分であるのがより好ましい。プロセス部Ｋ２での滞留時間
が、前記下限値未満であると、原料Ｋ５中の各成分を十分均一に混ぜ合わせることが困難
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となる可能性がある。一方、プロセス部Ｋ２での滞留時間が、前記上限値を超えると、生
産効率が低下し、また、プロセス部Ｋ２内の温度、スクリューＫ２２、スクリューＫ２３
の回転数等によっては、熱による原料Ｋ５の変性が起こり易くなり、最終的に得られる液
体現像剤（トナー）の物性を十分に制御するのが困難になる可能性がある。
【００４４】
　スクリューＫ２２、スクリューＫ２３の回転数は、バインダー樹脂の組成等により異な
るが、５０～６００ｒｐｍであるのが好ましい。スクリューＫ２２、スクリューＫ２３の
回転数が、前記下限値未満であると、原料Ｋ５中の各成分を十分均一に混ぜ合わせること
が困難となる可能性がある。一方、スクリューＫ２２、スクリューＫ２３の回転数が、前
記上限値を超えると、剪断により、樹脂の分子鎖が切断され、樹脂の特性が劣化する場合
がある。
【００４５】
　また、本実施形態で用いる混練機Ｋ１では、プロセス部Ｋ２の内部は、脱気口Ｋ２５を
介して、ポンプＰに接続されている。これにより、プロセス部Ｋ２の内部を脱気すること
ができ、原料Ｋ５（混練物Ｋ７）が加熱されたり、発熱すること等によるプロセス部Ｋ２
内の圧力の上昇を防止することができる。その結果、混練工程を安全かつ効率よく行うこ
とができる。また、プロセス部Ｋ２の内部が脱気口Ｋ２５を介してポンプＰに接続されて
いることにより、得られる混練物Ｋ７中に気泡（特に、比較的大きな気泡）が含まれるの
を効果的に防止することができ、最終的に得られる液体現像剤（トナー）の特性をより優
れたものとすることができる。
【００４６】
　（押出工程）
　プロセス部Ｋ２で混練された混練物Ｋ７は、スクリューＫ２２とスクリューＫ２３との
回転により、ヘッド部Ｋ３を介して、混練機Ｋ１の外部に押し出される。
　ヘッド部Ｋ３は、プロセス部Ｋ２から混練物Ｋ７が送り込まれる内部空間Ｋ３１と、混
練物Ｋ７が押し出される押出口Ｋ３２とを有している。
【００４７】
　内部空間Ｋ３１内での混練物Ｋ７の温度（少なくとも押出口Ｋ３２付近での温度）は、
特に限定されないが、原料Ｋ５中に含まれる樹脂材料の軟化温度以上の温度であるのが好
ましい。これにより、トナー粒子を各構成成分がより均一に混ざり合ったものとして得る
ことができ、各トナー粒子間での特性（帯電特性、定着性等）のばらつきを特に小さくす
ることができる。
【００４８】
　内部空間Ｋ３１内での混練物Ｋ７の具体的な温度（少なくとも押出口Ｋ３２付近での温
度）は、特に限定されないが、８０～１５０℃であるのが好ましく、９０～１４０℃であ
るのがより好ましい。内部空間Ｋ３１内での混練物Ｋ７の温度が上記範囲内の値であると
、混練物Ｋ７が内部空間Ｋ３１で固化せず、押出口Ｋ３２から押し出しやすくなる。
　図示の構成では、内部空間Ｋ３１は、押出口Ｋ３２の方向に向って、その横断面積が漸
減する横断面積漸減部Ｋ３３を有している。このような横断面積漸減部Ｋ３３を有するこ
とにより、押出口Ｋ３２から押し出される混練物Ｋ７の押出量が安定し、また、後述する
冷却工程における混練物Ｋ７の冷却速度が安定する。その結果、これを用いて製造される
トナーは、各トナー粒子間での特性のばらつきが小さいものとなり、全体としての特性に
優れたものになる。
【００４９】
　（冷却工程）
　ヘッド部Ｋ３の押出口Ｋ３２から押し出された軟化した状態の混練物Ｋ７は、冷却機Ｋ
６により冷却され、固化する。
　冷却機Ｋ６は、ロールＫ６１、Ｋ６２、Ｋ６３、Ｋ６４と、ベルトＫ６５、Ｋ６６とを
有している。
【００５０】
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　ベルトＫ６５は、ロールＫ６１とロールＫ６２とに巻掛けられている。同様に、ベルト
Ｋ６６は、ロールＫ６３とロールＫ６４とに巻掛けられている。
　ロールＫ６１、Ｋ６２、Ｋ６３、Ｋ６４は、それぞれ、回転軸Ｋ６１１、Ｋ６２１、Ｋ
６３１、Ｋ６４１を中心として、図中ｅ、ｆ、ｇ、ｈで示す方向に回転する。これにより
、混練機Ｋ１の押出口Ｋ３２から押し出された混練物Ｋ７は、ベルトＫ６５－ベルトＫ６
６間に導入される。ベルトＫ６５－ベルトＫ６６間に導入された混練物Ｋ７は、ほぼ均一
な厚さの板状となるように成形されつつ、冷却される。冷却された混練物Ｋ７は、排出部
Ｋ６７から排出される。ベルトＫ６５、Ｋ６６は、例えば、水冷、空冷等の方法により、
冷却されている。冷却機として、このようなベルト式のものを用いると、混練機から押し
出された混練物と、冷却体（ベルト）との接触時間を長くすることができ、混練物の冷却
の効率を特に優れたものとすることができる。
【００５１】
　ところで、混練工程では、原料Ｋ５に剪断力が加わっているため、相分離（特に、マク
ロ相分離）等が十分防止されているが、混練工程を終えた混練物Ｋ７は、剪断力が加わら
なくなるので、混練物の構成材料によっては、長期間放置しておくと再び相分離（マクロ
相分離）等を起こしてしまう可能性がある。従って、上記のようにして得られた混練物Ｋ
７は、できるだけ早く冷却するのが好ましい。具体的には、混練物Ｋ７の冷却速度（例え
ば、混練物Ｋ７が６０℃程度まで冷却される際の冷却速度）は、－３℃／秒以上であるが
好ましく、－５～－１００℃／秒であるのがより好ましい。また、混練工程の終了時（剪
断力が加わらなくなった時点）から冷却工程が完了するまでに要する時間（例えば、混練
物Ｋ７の温度を６０℃以下に冷却するのに要する時間）は、２０秒以下であるのが好まし
く、３～１２秒であるのがより好ましい。
【００５２】
　本実施形態では、混練機として、連続式の２軸混練押出機を用いる構成について説明し
たが、原料の混練に用いる混練機はこれに限定されない。原料の混練には、例えば、ニー
ダーやバッチ式の三軸ロール、連続２軸ロール、ホイールミキサー、ブレード型ミキサー
等の各種混練機を用いることができる。
　また、図示の構成では、スクリューを２本有する構成の混練機について説明したが、ス
クリューは１本であってもよいし、３本以上であってもよい。また、混練装置にディスク
（ニーディングディスク）部があってもよい。
【００５３】
　また、本実施形態では、１つの混練機を用いる構成について説明したが、２つの混練機
を用いて混練してもよい。この場合、一方の混練機と、他方の混練機とで、原料の加熱温
度、スクリューの回転速度等が異なっていてもよい。
　また、本実施形態では、冷却機として、ベルト式のものを用いた構成について説明した
が、例えば、ロール式（冷却ロール式）の冷却機を用いてもよい。また、混練機の押出口
Ｋ３２から押し出された混練物の冷却は、前記のような冷却機を用いたものに限定されず
、例えば、空冷等により行うものであってもよい。
【００５４】
　（粉砕工程）
　次に、上述したような冷却工程を経た混練物Ｋ７を粉砕する。このように、混練物Ｋ７
を粉砕することにより、後述する水系分散液を、比較的容易に、より微小な分散質が分散
したものとして得ることができる。その結果、最終的に得られる液体現像剤においても、
トナー粒子の大きさをより小さなものとすることができ、高解像度の画像形成に好適に用
いることができる。
【００５５】
　粉砕の方法は、特に限定されず、例えばボールミル、振動ミル、ジェットミル、ピンミ
ル等の各種粉砕装置、破砕装置を用いて行うことができる。
　粉砕の工程は、複数回（例えば、粗粉砕工程と微粉砕工程との２段階）に分けて行って
もよい。また、このような粉砕工程の後、必要に応じて、分級処理等の処理を行ってもよ
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い。分級処理には、例えば、ふるい、気流式分級機等を用いることができる。
【００５６】
　原料Ｋ５に対して上記のような混練を施すことにより、原料Ｋ５中に含まれる空気を効
果的に除去することができる。言い換えると、上記のような混練により得られる混練物Ｋ
７は、その内部に空気（気泡）をほとんど含まない。これにより、後述する水系分散液噴
霧工程において、異形粒子（中空粒子、欠落粒子、融合粒子等）が発生するのを効果的に
防止することができる。その結果、最終的に得られる液体現像剤においては、異形トナー
粒子による転写性、クリーニング性等の低下等の問題が発生するのを効果的に防止するこ
とができる。
【００５７】
　本実施形態では、上記のような混練物を用いて、第１の分散液を調製する。特に、本実
施形態では、上記のような混練物を用いて、一旦、水系乳化液を調製し、その後、当該水
系乳化液を用いて第１の分散液（第１の水系懸濁液）を調製する。
　分散液（水系乳化液）の調製に混練物Ｋ７を用いることにより、以下のような効果が得
られる。すなわち、トナーの構成材料中に、互いに分散または相溶し難い成分を含む場合
であっても、混練を施すことにより、得られる混練物中においては、各成分が十分に相溶
、微分散した状態とすることができる。特に、顔料（着色剤）は、通常、後述するような
溶媒として用いられる液体に対する分散性が低いが、溶媒に分散する前に予め混練が施さ
れることにより、顔料粒子の周囲を樹脂成分等が効果的にコーティングすることとなり、
これにより、溶媒への顔料の分散性が向上し（特に溶媒への微分散が可能となり）、最終
的に得られるトナーの発色性も良好となる。このようなことから、トナーの構成材料中に
、後述する水系分散液（水系乳化液、水系懸濁液）の分散媒（水系分散媒）に対する分散
性に劣る成分（以下、「難分散性成分」とも言う。）や水系乳化液の分散媒に含まれる溶
媒に対する溶解性に劣る成分（以下、「難溶性成分」とも言う。）が含まれる場合であっ
ても、水系分散液（水系乳化液、水系懸濁液）における分散質の分散性を特に優れたもの
とすることができる。その結果、最終的に得られる液体現像剤においても、各トナー粒子
間での組成、特性のばらつきが小さくなり、全体としての特性が特に優れたものとなる。
【００５８】
　（水系乳化液調製工程）
　次に、上記のような混練物Ｋ７を用いて、水系液体で構成された水系分散媒中に、トナ
ー材料で構成された分散質が分散した水系乳化液を調製する（水系乳化液調製工程）。
　水系乳化液においては、分散質が液状である（流動性を有し、比較的容易に変形可能で
ある）ため、分散質はその表面張力により、円形度（真球度）の大きい形状になる傾向を
示す。したがって、当該水系乳化液を用いて調製される懸濁液（水系懸濁液）も、分散質
の形状が比較的円形度（真球度）の大きいものとなり、最終的に得られるトナー粒子も比
較的円形度（真球度）の大きいものとなる。
【００５９】
　水系乳化液の調製方法は、特に限定されないが、本実施形態では、混練物Ｋ７の少なく
とも一部が溶解した混練物Ｋ７の溶液を得、当該溶液を水系液体に分散させることにより
水系乳化液を調製する。なお、本明細書中において、「乳化液（エマルション、乳濁液、
乳状液）」とは、液状の分散媒中に、液状の分散質（分散粒子）が分散した分散液のこと
を指し、「懸濁液（サスペンション）」とは、液状の分散媒中に、固体状（固形）の分散
質（懸濁粒子）が分散した分散液（懸濁コロイドを含む）のことを指す。また、分散液中
に、液状の分散質と、固体状の分散質とが併存する場合には、分散液中において、液状の
分散質の総体積が、固体状の分散質の総体積よりも大きいものを乳化液とし、分散液中に
おいて、固体の分散質の総体積が、液状の分散質の総体積よりも大きいものを懸濁液とす
る。
【００６０】
　以下、水系乳化液の調製方法について詳細に説明する。
　－混練物溶液（混練物の溶液）の調製－
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　本実施形態では、まず、混練物の少なくとも一部が溶解した混練物の溶液を得る。
　溶液は、混練物と、混練物の少なくとも一部を溶解し得る溶媒とを混合することにより
調製することができる。
【００６１】
　溶液の調製に用いる溶媒は、混練物の少なくとも一部を溶解しうるものであればいかな
るものであってもよいが、通常、後述する水系液体（水系乳化液の調製の用いる水系液体
）との相溶性の低いもの（例えば、２５℃における水系液体１００ｇに対する溶解度が１
０ｇ以下の液体）が用いられる。
　このような溶媒としては、例えば、二硫化炭素、四塩化炭素等の無機溶媒や、メチルエ
チルケトン（ＭＥＫ）、メチルイソプロピルケトン（ＭＩＰＫ）、２－ヘプタノン等のケ
トン系溶媒、ペンタノール、ｎ－ヘキサノール、１－オクタノール、２－オクタノール等
のアルコール系溶媒、ジエチルエーテル、アニソール等のエーテル系溶媒、ヘキサン、ペ
ンタン、ヘプタン、シクロヘキサン、オクタン、イソプレン等の脂肪族炭化水素系溶媒、
トルエン、キシレン、ベンゼン、エチルベンゼン、ナフタレン等の芳香族炭化水素系溶媒
、フラン、チオフェン等の芳香族複素環化合物系溶媒、クロロホルム等のハロゲン化合物
系溶媒、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸イソブチル、アクリル酸エチル等のエステ
ル系溶媒、アクリロニトリル等のニトリル系溶媒、ニトロメタン、ニトロエタン等のニト
ロ系溶媒等の有機溶媒等が挙げられ、これらから選択される１種または２種以上を混合し
たものを用いることができる。
【００６２】
　溶液中における溶媒の含有率は、特に限定されないが、５～７５ｗｔ％であるのが好ま
しく、１０～７０ｗｔ％であるのがより好ましく、１５～６５ｗｔ％であるのがさらに好
ましい。溶媒の含有率が前記下限値未満であると、溶媒に対する混練物の溶解性（溶解度
）によっては、混練物を十分に溶解するのが困難になる可能性がある。一方、溶媒の含有
率が前記上限値を超えると、後の処理で溶媒を除去するのに要する時間が長くなり、液体
現像剤の生産性が低下する。また、溶媒の含有率が高すぎると、前述した混練工程で、十
分均一に混ざり合った各成分が相分離してしまう可能性があり、これにより、最終的に得
られる液体現像剤における各トナー粒子の特性のばらつきを十分に小さくするのが困難に
なる可能性がある。
　なお、溶液中においては、混練物を構成する成分の少なくとも一部が溶解（膨潤を含む
）していればよく、溶液中に、溶解していない不溶分が存在していてもよい。
【００６３】
　（水系乳化液の調製）
　次に、上記のような溶液を水系液体と混合することにより、水系乳化液を得る。この水
系乳化液においては、通常、前述した溶媒と混練物の構成材料とを含む分散質（第１の分
散質）が、水系液体で構成された水系分散媒中に分散している。
　本発明において、「水系液体」とは、少なくとも水（Ｈ２Ｏ）を含む液体のことを指し
、好ましくは、主として水で構成されたものである。水系液体中に占める水の含有率は、
５０ｗｔ％以上であるのが好ましく、８０ｗｔ％以上であるのが好ましく、９０ｗｔ％以
上であるのが好ましい。なお、水系液体は、水以外の成分を含むものであってもよい。例
えば、水系液体は、水との相溶性に優れる成分（例えば、２５℃における水１００ｇに対
する溶解度が３０ｇ以上の物質）を含むものであってもよい。このような成分としては、
例えば、メタノール、エタノール、プロパノール等のアルコール系溶媒、１，４－ジオキ
サン、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）等のエーテル系溶媒、ピリジン、ピラジン、ピロー
ル等の芳香族複素環化合物系溶媒、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアセトアミド（ＤＭＡ）等のアミド系溶媒、アセトニトリル等のニトリル系溶媒
、アセトアルデヒド等のアルデヒド系溶媒等が挙げられる。
【００６４】
　また、水系乳化液（水系分散液）の調製には、例えば、分散質の分散性を向上させる目
的で、分散剤等を用いてもよい。分散剤としては、例えば、燐酸三カルシウム等の無機系
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分散剤、ポリビニルアルコール、カルボキシメチルセルロース、ポリエチレングリコール
等の非イオン性有機分散剤、トリステアリン酸金属塩（例えば、アルミニウム塩等）、ジ
ステアリン酸金属塩（例えば、アルミニウム塩、バリウム塩等）、ステアリン酸金属塩（
例えば、カルシウム塩、鉛塩、亜鉛塩等）、リノレン酸金属塩（例えば、コバルト塩、マ
ンガン塩、鉛塩、亜鉛塩等）、オクタン酸金属塩（例えば、アルミニウム塩、カルシウム
塩、コバルト塩等）、オレイン酸金属塩（例えば、カルシウム塩、コバルト塩等）、パル
ミチン酸金属塩（例えば、亜鉛塩等）、ドデシルベンゼンスルホン酸金属塩（例えば、ナ
トリウム塩等）、ナフテン酸金属塩（例えば、カルシウム塩、コバルト塩、マンガン塩、
鉛塩、亜鉛塩等）、レジン酸金属塩（例えば、カルシウム塩、コバルト塩、マンガン鉛塩
、亜鉛塩等）、ポリアクリル酸金属塩（例えば、ナトリウム塩等）、ポリメタクリル酸金
属塩（例えば、ナトリウム塩等）、ポリマレイン酸金属塩（例えば、ナトリウム塩等）、
アクリル酸－マレイン酸共重合体金属塩（例えば、ナトリウム塩等）、ポリスチレンスル
ホン酸金属塩（例えば、ナトリウム塩等）等のアニオン性有機分散剤、４級アンモニウム
塩（例えば、ドデシルトリメチルアンモニウムクロライド等）等のカチオン性有機分散剤
等が挙げられる。水系乳化液の調製に上記のような分散剤を用いることにより、分散質の
分散性が向上するとともに、比較的容易に、水系乳化液中での分散質の形状、大きさのば
らつきを特に小さいものとし、また、分散質の形状を略球形状とすることができる。その
結果、最終的な液体現像剤を、略球形状で、均一な形状、大きさのトナー粒子で構成され
たものとして得ることができる。また、水系乳化液の調製に上記のような分散剤を用いる
ことにより、乳化液の保存安定性を特に優れたものとすることができる。
【００６５】
　溶液と水系液体との混合は、少なくとも一方の液体を攪拌しつつ行うのが好ましい。こ
れにより、大きさ、形状のばらつきの小さい分散質が均一に分散した乳化液（水系乳化液
）を、容易かつ確実に得ることができる。
　溶液と水系液体との混合の具体的な方法としては、例えば、容器内の水系液体中に溶液
を加える方法（例えば、滴下する方法）、容器内の溶液中に水系液体を加える方法（例え
ば、滴下する方法）等が挙げられる。これらの場合、少なくとも、攪拌した状態の液体中
に、他方の液体を加えるのが好ましい。これにより、上述した効果は更に顕著に発揮され
る。
【００６６】
　水系乳化液中における分散質（第１の分散質）の含有率は、特に限定されないが、５～
５５ｗｔ％であるのが好ましく、１０～５０ｗｔ％であるのがより好ましい。これにより
、水系乳化液中における分散質同士の不本意な結合（凝集）をより確実に防止しつつ、ト
ナー粒子（液体現像剤）の生産性を特に優れたものとすることができる。
　水系乳化液中における分散質の平均粒径は、特に限定されないが、０．０１～３μｍで
あるのが好ましく、０．１～２μｍであるのがより好ましい。これにより、最終的に得ら
れるトナー粒子の大きさを最適なものとすることができる。なお、本明細書では、「平均
粒径」とは、体積基準の平均粒径のことを指すものとする。
　なお、上記の説明では、水系乳化液中において、混練物中の成分が分散質に含まれるも
のとして説明したが、混練物の構成成分の一部が分散媒中に含まれていてもよい。
【００６７】
　（第１の分散液調製工程）
　上記のようにして得られた水系乳化液は、そのまま、水系分散液調製用の第１の分散液
として用いてもよいが、本実施形態においては、（液状の分散質が水系分散媒中に分散し
た）水系乳化液から、固形状の分散質（第１の分散質）３１’が分散媒（水系分散媒）３
２中に分散した第１の分散液（第１の水系懸濁液）３’を得る。これにより、分散質同士
、トナー粒子同士の不本意な凝集を、より効果的に防止することができ、結果として、ト
ナー粒子の形状、大きさの均一性を特に優れたものとすることができる。また、溶媒の除
去とともに、脱気処理を施すことができ、異形状のトナー粒子が形成されるのをより効果
的に防止することができる。また、溶媒の除去に伴い、水系分散媒（水）を分散質内部に
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効率良く侵入（置換）させることができ、その結果、最終的なトナー粒子を適度な含水量
のものとして得ることができる。
【００６８】
　以下、第１の水系懸濁液３’の調製方法について詳細に説明する。
　第１の水系懸濁液３’の調製は、水系乳化液から分散質を構成する溶媒を除去すること
により行うことができる。
　溶媒の除去は、例えば、水系乳化液を加熱（加温）したり、減圧雰囲気下に置くことに
より行うことができるが、水系乳化液を減圧下で加熱することにより行うものであるのが
好ましい。これにより、第１の分散質３１の大きさ、形状のばらつきが特に小さい第１の
水系懸濁液３’を、比較的容易に得ることができる。また、上記のように溶媒を除去する
ことにより、溶媒の除去とともに、脱気処理を施すことができる。これにより、第１の水
系懸濁液３中の気体の溶存量を低減させることができ、液体現像剤製造装置Ｍ１の分散媒
除去部Ｍ３において、第１の水系懸濁液３’の液滴５から分散媒３２を除去する際に、当
該第１の水系懸濁液３’中に気泡等が発生するのを効果的に防止することができる。その
結果、最終的に得られる液体現像剤中に異形状のトナー粒子（中空粒子、欠落粒子等）が
混入するのをより効果的に防止することができる。
【００６９】
　水系乳化液を加熱（加温）する場合、加熱温度は、３０～１１０℃であるのが好ましく
、４０～１００℃であるのがより好ましい。加熱温度が前記範囲内の値であると、異形状
の第１の分散質３１’の発生を十分に防止しつつ（水系乳化液の分散質の内部から溶媒が
急激に気化（沸騰）するのを確実に防止しつつ）、溶媒を速やかに除去することができる
。
【００７０】
　また、水系乳化液を減圧雰囲気下に置く場合、水系乳化液が置かれる雰囲気の圧力は、
０．１～５０ｋＰａであるのが好ましく、０．５～５ｋＰａであるのがより好ましい。水
系乳化液が置かれる雰囲気の圧力が前記範囲内の値であると、異形状の第１の分散質３１
’の発生を十分に防止しつつ（水系乳化液の分散質の内部から溶媒が急激に気化（沸騰）
するのを確実に防止しつつ）、溶媒を速やかに除去することができる。
【００７１】
　なお、溶媒の除去は、少なくとも分散質が固形状となる程度に行われるものであればよ
く、水系乳化液中に含まれる実質的に全ての溶媒を除去するものでなくてもよい。
　第１の水系懸濁液３’中における第１の分散質３１’の平均粒径は、特に限定されない
が、０．０１～３μｍであるのが好ましく、０．１～２μｍであるのがより好ましい。こ
れにより、分散質同士の不本意な結合（凝集）をより確実に防止することができるととも
に、最終的に得られるトナー粒子の大きさ、円形度を最適なものとすることができる。
【００７２】
　［第２の分散液の調製］
　第２の分散液（第２の水系懸濁液）３”は、前述した第１の水系懸濁液３’と同様にし
て、樹脂材料と帯電制御剤とで構成された混練物を得、該混練物を用いて水系乳化液を調
製し、該水系乳化液を用いて得られる。
　第２の水系懸濁液３”は、帯電制御剤と樹脂材料とを含み、着色剤を実質的に含まない
第２の分散質３１”が分散したものである。
　第２の水系懸濁液３”中における第２の分散質３１”の平均粒径は、特に限定されない
が、０．０１～３μｍであるのが好ましく、０．１～２μｍであるのがより好ましい。こ
れにより、分散質同士の不本意な結合（凝集）をより確実に防止することができるととも
に、最終的に得られるトナー粒子の大きさ、円形度を最適なものとすることができる。
【００７３】
　［水系分散液調製工程］
　上記のようにして得られた第１の水系懸濁液（第１の分散液）３’と、第２の水系懸濁
液（第２の分散液）３”とを混合することにより、互いに異なる材料を含む複数種の分散
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質（第１の分散質３１’、第２の分散質３１”）を含む水系分散液を得る。このようにし
て水系分散液を調製することにより、以下のような効果が得られる。
【００７４】
　すなわち、例えば、トナーの構成材料中に、他の材料の機能を接触により阻害する材料
が含まれている場合であっても、少なくとも一方の材料を樹脂材料とともに分散すること
によって、樹脂材料でコーティングすることができ、これにより、他の材料との接触を効
果的に防止することができる。特に、着色剤と帯電制御剤とを併用した場合、着色剤の種
類によっては（特に、カーボンブラックの場合）、着色剤と帯電制御剤とが接触すること
によって、帯電制御剤の機能が阻害されることがある。しかし、本実施形態のように異な
る分散液に含ませ、それぞれを樹脂材料でコーティングすることによって、得られるトナ
ー粒子中において、着色剤と耐電制御剤とを適度に離した状態で存在させることができる
ため、最終的に得られるトナーは、優れた発色性を保持しつつ、帯電特性にも優れたもの
となる。
【００７５】
　なお、水系分散液（水系懸濁液）３の調製は、前述したような方法に限定されない。
　例えば、第１の分散液および第２の分散液を経由せずに、水系分散液を調製してもよい
。例えば、第１の混練物および第１の混練物を構成する材料と異なる材料を含む第２の混
練物を用意し、第１の混練物の一部が溶解した溶液および第２の混練物の一部が溶解した
溶液の両方を水系液体に添加し分散させることにより、水系乳化液を得、該水系乳化液を
用いて水系分散液を調製してもよい。
　また、例えば、混練物を用いずに、前述したような各構成材料を直接、水系液体に分散
することにより、第１の分散液および第２の分散液を調製してもよい。
　また、例えば、第１の分散液および第２の分散液の調製は、水系乳化液を経由せずに、
直接懸濁液を調製することにより行ってもよい。
【００７６】
　［水系分散液の液滴形成工程］
　次に、水系分散液３を液滴５として吐出する（液滴形成工程）。なお、液滴５中には、
前述したように、互いに異なる材料を含む複数種の分散質、すなわち、第１の分散質３１
’と第２の分散質３１”が含まれている。
　その後、水系分散液３（液滴５）から分散媒（水系分散媒）３２が除去され、液滴５中
に含まれる複数個の分散質の凝集体としてのトナー粒子８が形成されるとともに、形成さ
れたトナー粒子８を、直接、絶縁性液体９中に分散させる。これにより、絶縁性液体９に
トナー粒子８が分散した液体現像剤１０が得られる。また、吐出液として用いられる分散
液は、分散媒が水系液体で構成されたものであるため、環境に優しい方法で液体現像剤を
得ることができる。
【００７７】
　水系分散液の液滴５を形成する方法は、いかなる方法で行ってもよいが、水系分散液の
液滴を間欠的に吐出することにより行うのが好ましい。これにより、分散質の不本意な凝
集等を効果的に防止しつつ、水系分散媒の除去をより効率良く行うことができ、液体現像
剤の生産性が向上する。また、水系懸濁液の液滴を間欠的に吐出して水系分散媒の除去を
行うことにより、前述した水系懸濁液の調製において、溶媒の一部が残存している場合で
あっても、この残存している溶媒を水系分散媒とともに効率良く除去することができる。
　特に、本実施形態では、図２、図３に示すような液体現像剤製造装置を用いて、水系分
散媒の除去を行う。
【００７８】
　（液体現像剤製造装置Ｍ１）
　図２に示すように、液体現像剤製造装置Ｍ１は、上述したような水系分散液（水系懸濁
液）３を、液滴５として間欠的に吐出するヘッド部Ｍ２と、ヘッド部Ｍ２に水系分散液３
を供給する水系分散液供給部Ｍ４と、ヘッド部Ｍ２から吐出された液滴状（微粒子状）の
水系分散液３（液滴５）を搬送しつつ分散媒３２を除去し、トナー粒子８とする分散媒除
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去部Ｍ３と、絶縁性液体９を貯留する絶縁性液体貯留部Ｍ５とを有している。
【００７９】
　水系分散液供給部Ｍ４は、ヘッド部Ｍ２に水系分散液３を供給する機能を有するもので
あればよいが、図示のように、水系分散液３を攪拌する攪拌手段Ｍ４１を有するものであ
ってもよい。これにより、例えば、複数種の分散質（第１の分散質３１’、第２の分散質
３１”）が分散媒（水系分散媒）３２中に分散しにくいものであっても、複数種の分散質
が十分均一に分散した状態の水系分散液３を、ヘッド部Ｍ２に供給することができる。
　ヘッド部Ｍ２は、水系分散液３を微細な液滴（微粒子）５として、吐出する機能を有す
るものである。
　ヘッド部Ｍ２は、分散液貯留部Ｍ２１と、圧電素子Ｍ２２と、吐出部Ｍ２３とを有して
いる。
【００８０】
　分散液貯留部Ｍ２１には、水系分散液３が貯留されている。
　分散液貯留部Ｍ２１に貯留された水系分散液３は、圧電素子Ｍ２２の圧力パルス（圧電
パルス）により、吐出部Ｍ２３から、液滴５として分散媒除去部Ｍ３に吐出される。
　このように、本発明では、吐出液（噴霧液）として分散液を用いる点に特徴を有する。
これにより、以下のような効果が得られる。
【００８１】
　すなわち、吐出液として分散液を用いることにより、吐出部から吐出液（分散液）を吐
出する際に、微視的に粘度の低い分散媒の部分で選択的に切断され、液滴として吐出され
る。このため、吐出される分散液の大きさは、各液滴で大きさのばらつきが小さいものと
なる。したがって、形成されるトナー粒子は、各粒子（トナー粒子）間での大きさのばら
つきが小さいものとなる。
【００８２】
　そして、吐出部から吐出された液滴は、分散媒の表面張力により、吐出後速やかに球形
状となる。さらに、分散液で構成された液滴は、多数個の分散質を含んでおり、分散媒除
去部内を搬送される際においても、形状の安定性に優れており、全体として、略球形状を
保持した状態でトナー粒子となる。したがって、形成されるトナー粒子は、円形度が大き
く、各粒子間（トナー粒子間）での形状のばらつきが小さいものとなる。
【００８３】
　これに対し、吐出液として溶液や溶融液を用いた場合、このような効果は得られない。
すなわち、このような吐出液は、微視的に見ても一様な粘度を有しているため、吐出部か
ら吐出（噴霧）される際に、いわゆる液切れが悪い状態になり易く、液滴が尾を引くよう
な形状になりやすい。したがって、吐出液（噴霧液）として溶液や溶融液を用いた場合、
形成されるトナー粒子は、各粒子間（トナー粒子間）での大きさ、形状のばらつきが大き
く、円形度が小さいものになり易い。
【００８４】
　また、吐出液として分散液を用いることにより、製造するトナー粒子の粒径が十分に小
さい場合であっても、容易に、その円形度を十分に高いものとし、かつ、粒度分布がシャ
ープなものとすることができる。これにより、得られるトナーは、各粒子間での帯電が均
一で、かつ、トナーを印刷に用いたときに、現像ローラ上に形成されるトナーの薄層が平
準化、高密度化したものとなる。その結果、カブリ等の欠陥を生じ難く、よりシャープな
画像を形成することができる。
【００８５】
　吐出部Ｍ２３の形状は、特に限定されないが、略円形状であるのが好ましい。これによ
り、吐出される水系分散液３や、分散媒除去部Ｍ３内において形成されるトナー粒子８の
真球度を高めることができる。
　吐出部Ｍ２３が略円形状のものである場合、その直径（ノズル径）は、例えば、０．５
～１００μｍであるのが好ましく、０．８～５０μｍであるのがより好ましく、０．８～
２０μｍであるのがより好ましい。吐出部Ｍ２３の直径が前記下限値未満であると、目詰
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まりが発生し易くなり、吐出される液滴５の大きさのばらつきが大きくなる場合がある。
一方、吐出部Ｍ２３の直径が前記上限値を超えると、分散液貯留部Ｍ２１の負圧と、ノズ
ルの表面張力との力関係によっては、吐出される水系分散液３（液滴５）が気泡を抱き込
んでしまう可能性がある。
【００８６】
　また、ヘッド部Ｍ２の吐出部Ｍ２３付近（特に、吐出部Ｍ２３の開口内面や、ヘッド部
Ｍ２の吐出部Ｍ２３が設けられている側の面（図中の下側の面））は、水系分散液３に対
し撥液性（撥水性）を有するのが好ましい。これにより、水系分散液３が吐出部付近に付
着するのを効果的に防止することができる。その結果、いわゆる、液切れの悪い状態にな
ったり、水系分散液３の吐出不良が発生するのを効果的に防止することができる。また、
吐出部付近への水系分散液３の付着が効果的に防止されることにより、吐出される液滴の
形状の安定性が向上し（各液滴間での形状、大きさのばらつきが小さくなり）、最終的に
得られるトナー粒子の形状、大きさのばらつきも小さくなる。
　このような撥液性を有する材料としては、例えば、ポリテトラフルオロエチレン（PTFE
）等のフッ素系樹脂や、シリコーン系材料等が挙げられる。
【００８７】
　図３に示すように、圧電素子Ｍ２２は、下部電極（第１の電極）Ｍ２２１、圧電体Ｍ２
２２および上部電極（第２の電極）Ｍ２２３が、この順で積層されて構成されている。換
言すれば、圧電素子Ｍ２２は、上部電極Ｍ２２３と下部電極Ｍ２２１との間に、圧電体Ｍ
２２２が介挿された構成とされている。
　この圧電素子Ｍ２２は、振動源として機能するものであり、振動板Ｍ２４は、圧電素子
（振動源）Ｍ２２の振動により振動し、分散液貯留部Ｍ２１の内部圧力を瞬間的に高める
機能を有するものである。
【００８８】
　ヘッド部Ｍ２は、圧電素子駆動回路（図示せず）から所定の吐出信号が入力されていな
い状態、すなわち、圧電素子Ｍ２２の下部電極Ｍ２２１と上部電極Ｍ２２３との間に電圧
が印加されていない状態では、圧電体Ｍ２２２に変形が生じない。このため、振動板Ｍ２
４にも変形が生じず、分散液貯留部Ｍ２１には容積変化が生じない。したがって、吐出部
Ｍ２３から水系分散液３は吐出されない。
【００８９】
　一方、圧電素子駆動回路から所定の吐出信号が入力された状態、すなわち、圧電素子Ｍ
２２の下部電極Ｍ２２１と上部電極Ｍ２２３との間に所定の電圧が印加された状態では、
圧電体Ｍ２２２に変形が生じる。これにより、振動板Ｍ２４が大きくたわみ（図３中下方
にたわみ）、分散液貯留部Ｍ２１の容積の減少（変化）が生じる。このとき、分散液貯留
部Ｍ２１内の圧力が瞬間的に高まり、吐出部Ｍ２３から粒状の水系分散液３が吐出される
。
【００９０】
　１回の水系分散液３の吐出が終了すると、圧電素子駆動回路は、下部電極Ｍ２２１と上
部電極Ｍ２２３との間への電圧の印加を停止する。これにより、圧電素子Ｍ２２は、ほぼ
元の形状に戻り、分散液貯留部Ｍ２１の容積が増大する。なお、このとき、水系分散液３
には、水系分散液供給部Ｍ４から吐出部Ｍ２３へ向かう圧力（正方向への圧力）が作用し
ている。このため、空気が吐出部Ｍ２３から分散液貯留部Ｍ２１へ入り込むことが防止さ
れ、水系分散液３の吐出量に見合った量の水系分散液３が水系分散液供給部Ｍ４から分散
液貯留部Ｍ２１へ供給される。
【００９１】
　上記のような電圧の印加を所定の周期で行うことにより、圧電素子Ｍ２２が振動し、粒
状の水系分散液３が繰り返し吐出される。
　このように、水系分散液３の吐出（噴射）を、圧電体Ｍ２２２の振動による圧力パルス
で行うことにより、水系分散液３を一滴ずつ間欠的に吐出することができ、また、吐出さ
れる水系分散液３の液滴５の形状が安定する。その結果、各トナー粒子間での形状、大き
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さのばらつきを特に小さいものとすることができるとともに、製造されるトナー粒子を真
球度の高いもの（幾何学的に完全な球形に近い形状）にすることが比較的容易にできる。
【００９２】
　また、分散液（水系分散液）の吐出に圧電体の振動を用いることにより、より確実に分
散液を所定間隔で吐出することができる。このため、吐出される液滴５同士が、衝突、凝
集するのを効果的に防止することができ、異形状のトナー粒子８の形成をより効果的に防
止することができる。
　ヘッド部Ｍ２から分散媒除去部Ｍ３に吐出される水系分散液３（液滴５）の初速度は、
例えば、０．１～１０ｍ／秒であるのが好ましく、２～８ｍ／秒であるのがより好ましい
。水系分散液３の初速度が前記下限値未満であると、トナーの生産性が低下する。一方、
水系分散液３の初速度が前記上限値を超えると、最終的に得られるトナー粒子の真球度が
低下する傾向を示す。
【００９３】
　また、ヘッド部Ｍ２から吐出される水系分散液（水系分散液）３の粘度は、特に限定さ
れないが、例えば、０．５～２００［ｍＰａ・ｓ］であるのが好ましく、１～２５［ｍＰ
ａ・ｓ］であるのがより好ましい。水系分散液３の粘度が前記下限値未満であると、吐出
される水系分散液３の大きさを十分に制御するのが困難となり、最終的に得られるトナー
粒子のばらつきが大きくなる場合がある。一方、水系分散液３の粘度が前記上限値を超え
ると、形成される粒子の径が大きくなり、水系分散液３の吐出速度が遅くなるとともに、
水系分散液３の吐出に要するエネルギー量も大きくなる傾向を示す。また、水系分散液３
の粘度が特に大きい場合には、水系分散液３を液滴として吐出できなくなる。
【００９４】
　また、ヘッド部Ｍ２から吐出される水系分散液（水系分散液）３は、予め冷却されたも
のであってもよい。このように水系分散液３を冷却することにより、例えば、吐出部Ｍ２
３付近における水系分散液３からの分散媒３２の不本意な蒸発（揮発）を効果的に防止す
ることができる。その結果、吐出部の開口面積が経時的に小さくなることによる水系分散
液３の吐出量変化等を効果的に防止することができ、各粒子間での大きさ、形状のばらつ
きが特に小さいトナーを得ることができる。
【００９５】
　また、ヘッド部Ｍ２から吐出される液滴５の平均粒径は、水系分散液（水系分散液）３
中に占める分散質（第１の分散質３１’、第２の分散質３１”）の含有率等により若干異
なるが、０．５～１００μｍであるのが好ましく、０．８～５０μｍであるのがより好ま
しく、０．８～２０μｍであるのがさらに好ましい。液滴５の平均粒径をこのような範囲
の値にすることにより、形成されるトナー粒子８を適度な粒径のものにすることができる
。
【００９６】
　ところで、ヘッド部Ｍ２から吐出（噴霧）される液滴５は、一般に、水系分散液（水系
分散液）３中の分散質（第１の分散質３１’、第２の分散質３１”）に比べて十分に大き
いものである。すなわち、液滴５中には、多数個の分散質が分散した状態となっている。
このため、分散質（第１の分散質３１’、第２の分散質３１”）の粒径のばらつきが比較
的大きいものであっても、吐出される液滴５中に占める分散質３１の割合は、各液滴５で
ほぼ均一である。したがって、分散質（第１の分散質３１’、第２の分散質３１”）の粒
径のばらつきが比較的大きい場合であっても、液滴５の吐出量をほぼ均一とすることによ
り、トナー粒子８は、各粒子間で粒径のばらつきの小さいものとなる。このような傾向は
、以下のような関係を満足する場合に、より顕著なものとなる。すなわち、液滴５の平均
粒径をＤｄ［μｍ］、水系分散液３中における分散質の平均粒径をＤｍ［μｍ］としたと
き、Ｄｍ／Ｄｄ＜０．５の関係を満足するのが好ましく、Ｄｍ／Ｄｄ＜０．２の関係を満
足するのがより好ましい。
【００９７】
　また、液滴５の平均粒径をＤｄ［μｍ］、製造されるトナー粒子８の平均粒径をＤｔ［
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μｍ］としたとき、０．０５≦Ｄｔ／Ｄｄ≦１．０の関係を満足するのが好ましく、０．
１≦Ｄｔ／Ｄｄ≦０．８の関係を満足するのがより好ましい。このような関係を満足する
ことにより、十分に微細で、かつ、円形度が大きく、粒度分布がシャープなトナー粒子８
を比較的容易に得ることができる。
【００９８】
　圧電素子Ｍ２２の振動数（圧電パルスの周波数）は、特に限定されないが、１ｋＨｚ～
５００ＭＨｚであるのが好ましく、５ｋＨｚ～２００ＭＨｚであるのがより好ましい。圧
電素子Ｍ２２の振動数が前記下限値未満であると、トナーの生産性が低下する。一方、圧
電素子Ｍ２２の振動数が前記上限値を超えると、粒状の水系分散液３の吐出が追随できな
くなり、水系分散液３一滴分の大きさのばらつきが大きくなり、結果として、形成される
トナー粒子８の大きさのばらつきが大きくなる可能性がある。
【００９９】
　図示の構成の液体現像剤製造装置Ｍ１は、ヘッド部Ｍ２を複数個有している。そして、
これらのヘッド部Ｍ２から、それぞれ、粒状の水系分散液３（液滴５）が分散媒除去部Ｍ
３に吐出される。
　各ヘッド部Ｍ２は、ほぼ同時に水系分散液３（液滴５）を吐出するものであってもよい
が、少なくとも隣り合う２つのヘッド部で、水系分散液３（液滴５）の吐出タイミングが
異なるように制御されたものであるのが好ましい。これにより、隣接するヘッド部Ｍ２か
ら吐出された液滴５からトナー粒子８が形成される前に、液滴５同士が衝突し、不本意な
凝集が発生するのをより効果的に防止することができる。
【０１００】
　また、図２に示すように、液体現像剤製造装置Ｍ１は、ガス流供給手段Ｍ１０を有して
おり、このガス流供給手段Ｍ１０から供給されたガスが、ダクトＭ１０１を介して、ヘッ
ド部Ｍ２－ヘッド部Ｍ２間に設けられた各ガス噴射口Ｍ７から、ほぼ均一の圧力で噴射さ
れる構成となっている。これにより、吐出部Ｍ２３から間欠的に吐出された液滴５の間隔
を保ち、液滴５同士が衝突するのを効果的に防止しつつ、トナー粒子８を形成することが
できる。その結果、形成されるトナー粒子８の大きさ、形状のばらつきをより小さくする
ことができる。
【０１０１】
　また、ガス流供給手段Ｍ１０から供給されたガスをガス噴射口Ｍ７から噴射することに
より、分散媒除去部Ｍ３において、ほぼ一方向（図中、下方向）に流れるガス流を形成す
ることができる。このようなガス流が形成されると、分散媒除去部Ｍ３内で形成されたト
ナー粒子８をより効率良く搬送することができる。これにより、トナー粒子８の回収効率
が向上し、液体現像剤の生産性が向上する。
【０１０２】
　また、ガス噴射口Ｍ７からガスが噴射されることにより、各ヘッド部Ｍ２から吐出され
る液滴５の間に気流カーテンが形成され、例えば、隣り合うヘッド部から吐出された各液
滴間での衝突、凝集をより効果的に防止することが可能となる。
　また、ガス流供給手段Ｍ１０には、熱交換器Ｍ１１が取り付けられている。これにより
、ガス噴射口Ｍ７から噴射されるガスの温度を好ましい値に設定することができ、分散媒
除去部Ｍ３に吐出された粒状の水系分散液３から分散媒３２を効率良く除去することがで
きる。
【０１０３】
　また、このようなガス流供給手段Ｍ１０を有すると、ガス流の供給量を調整すること等
により、吐出部Ｍ２３から吐出された水系分散液３からの分散媒３２の除去速度等を容易
にコントロールすることも可能となる。
　ガス噴射口Ｍ７から噴射されるガスの温度は、水系分散液（水系分散液）３中に含まれ
る分散質、分散媒３２の組成等により異なるが、通常、０～７０℃であるのが好ましく、
１５～６０℃であるのがより好ましい。ガス噴射口Ｍ７から噴射されるガスの温度がこの
ような範囲の値であると、得られるトナー粒子８の形状の均一性、安定性を十分に高いも
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のとしつつ、液滴５中に含まれる分散媒３２を効率良く除去することができる。
【０１０４】
　また、ガス噴射口Ｍ７から噴射されるガスの湿度は、例えば、５０％ＲＨ以下であるの
が好ましく、３０％ＲＨ以下であるのがより好ましい。ガス噴射口Ｍ７から噴射されるガ
スの湿度が５０％ＲＨ以下であると、後述する分散媒除去部Ｍ３において、水系分散液３
に含まれる分散媒３２を効率良く除去することが可能となり、トナー粒子８の生産性がさ
らに向上する。
【０１０５】
　分散媒除去部Ｍ３は、筒状のハウジングＭ３１で構成されている。分散媒除去部Ｍ３内
の温度を所定の範囲に保つ目的で、例えば、ハウジングＭ３１の内側または外側に熱源、
冷却源を設置したり、ハウジングＭ３１を、熱媒体または冷却媒体の流路が形成されたジ
ャケットとしてもよい。
　また、図示の構成では、ハウジングＭ３１内の圧力は、圧力調整手段Ｍ１２により調整
される構成となっている。このように、ハウジングＭ３１内の圧力を調整することにより
、より効率良くトナー粒子８を形成することができ、結果として、液体現像剤の生産性が
向上する。なお、図示の構成では、圧力調整手段Ｍ１２は、接続管Ｍ１２１でハウジング
Ｍ３１に接続されている。また、接続管Ｍ１２１のハウジングＭ３１と接続する端部付近
には、その内径が拡大した拡径部Ｍ１２２が形成されており、さらに、トナー粒子８等の
吸い込みを防止するためのフィルターＭ１２３が設けられている。
【０１０６】
　ハウジングＭ３１内の圧力は、特に限定されないが、１５０ｋＰａ以下であるのが好ま
しく、１００～１２０ｋＰａであるのがより好ましく、１００～１１０ｋＰａであるのが
さらに好ましい。ハウジングＭ３１内の圧力が前記範囲内の値であると、例えば、液滴５
からの急激な分散媒３２の除去（沸騰現象）等を効果的に防止することができ、異形状の
トナー粒子８の発生等を十分に防止しつつ、より効率良くトナー粒子８を製造することが
できる。なお、ハウジングＭ３１内の圧力は、各部位でほぼ一定であってもよいし、各部
位で異なるものであってもよい。
【０１０７】
　また、ハウジングＭ３１には、電圧を印加するための電圧印加手段Ｍ８が接続されてい
る。電圧印加手段Ｍ８で、ハウジングＭ３１の内面側に、トナー粒子８（液滴５）と同じ
極性の電圧を印加することにより、これにより、以下のような効果が得られる。
　通常、トナー粒子８等は、正または負に帯電している。このため、トナー粒子８と異な
る極性に帯電した帯電物があると、トナー粒子８は、当該帯電物に、静電的に引き付けら
れ付着するという現象が起こる。一方、トナー粒子８と同じ極性に帯電した帯電物がある
と、当該帯電物とトナー粒子８とは、互いに反発しあい、前記帯電物表面にトナー粒子８
が付着するという現象を効果的に防止することができる。したがって、ハウジングＭ３１
の内面側に、粒状のトナー粒子８と同じ極性の電圧を印加することにより、ハウジングＭ
３１の内面にトナー粒子８が付着するのを効果的に防止することができる。これにより、
異形状のトナー粒子８の発生をより効果的に防止することができるとともに、トナー粒子
８の回収効率も向上する。
【０１０８】
　また、ハウジングＭ３１は、絶縁性液体貯留部Ｍ５付近に、図２中の下方向に向けて、
その内径が大きくなる拡径部Ｍ３１１を有している。このような拡径部Ｍ３１１を有する
ことにより、液体現像剤製造装置Ｍ１の内壁面（特に、ハウジングＭ３１や絶縁性液体貯
留部Ｍ５の内壁面）へのトナー粒子８の付着をより効果的に防止することができる。その
結果、液体現像剤１０の生産効率が向上するとともに、液体現像剤１０中に異形状のトナ
ー粒子が混入するのを効果的に防止することができ、液体現像剤１０の信頼性を高めるこ
とができる。
【０１０９】
　上記のようにして分散媒除去部Ｍ３（ハウジングＭ３１内）で形成されたトナー粒子８
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は、通常、液滴５に含まれる複数個の分散質（第１の分散質３１’、第２の分散質３１”
）の凝集体として得られる。これにより、水系分散液（水系分散液）中に含まれる分散質
の大きさ、形状のばらつきが比較的大きい場合であっても、各トナー粒子間での大きさ、
形状のばらつきを小さくするとともに、各トナー粒子間での特性のばらつきを小さくする
ことができ、その結果、液体現像剤全体としての信頼性を高めることができる。
【０１１０】
　また、上記のように、トナー粒子８は、水系液体で構成された分散媒を含む水系分散液
（水系乳化液、水系分散液）を用いて製造されたものである。そして、水系液体を構成す
る水は、各種液体の中でも、比較的沸点が高く、室温付近での蒸気圧が比較的低いもので
ある。このため、分散媒除去部Ｍ３（ハウジングＭ３１内）で形成されたトナー粒子８は
、十分な形状の安定性を有しつつも、所定量の水分を含むものとして得られる。そして、
このように所定量の水分を含むトナー粒子は、紙等の記録媒体に対する定着性に優れるこ
とを、本発明者は見出した。これは、以下のような理由によるものであると考えられる。
【０１１１】
　すなわち、液体現像剤を構成する絶縁性液体（キャリア）は、絶縁性、低誘電率である
ことが求められるため、一般に、極性の高い官能基を有さない構造を有する分子で構成さ
れている。一方、液体現像剤による画像形成に用いられる紙等の記録媒体は、通常、セル
ロース等の親水性官能基（例えば、水酸基等）を有する材料で構成されている。したがっ
て、従来の液体現像剤では、トナー粒子の表面に絶縁性液体が残存していると、この絶縁
性液体がトナー粒子の定着性（トナー粒子と記録媒体との密着性）を低下させてしまって
いた。これに対し、本発明では、トナー粒子が、所定量の水分を含むものであるため、ト
ナー粒子が含んでいる水分がトナー粒子と記録媒体との親和性を高める機能を発揮し、結
果として、トナー粒子の定着性は優れたものとなる。
【０１１２】
　また、本発明では、トナー粒子が液滴に含まれる複数個の分散質の凝集体として得られ
るため、トナー粒子を構成する分散質間の空間等に、適量の水分を確実に保持することが
できる。このように、液体現像剤（未定着のトナー粒子）においては、水分を確実に保持
することができ、水分がトナー粒子の外部に漏出するのが効果的に防止される。また、定
着時においては、加えられる圧力等により、効率良く水分を放出することができ、トナー
（トナー像）の記録媒体に対する密着性を特に優れたものとすることができる。
【０１１３】
　トナー粒子８は、所定量の水分を含むものであればよいが、トナー粒子を構成する樹脂
材料の吸水量以上の水分を含むものであるのが好ましい。これにより、記録媒体に対する
トナー粒子８の定着性を特に優れたものとすることができる。なお、本発明において、「
吸水量」とは、トナー材料自身が保持する最大の水分量のことを指し、吸水量には吸着量
（樹脂表面に官能基で吸着させる分など）を含まない。
【０１１４】
　また、トナー粒子８の含水量は、特に限定されないが、０．３～５．０ｗｔ％であるの
が好ましく、１．０～４．０ｗｔ％であるのがより好ましく、１．０～２．５ｗｔ％であ
るのがさらに好ましい。トナー粒子８の含水量が前記範囲内の値であると、トナー粒子８
の帯電性を十分に良好なものとしつつ、記録媒体に対するトナー粒子８の定着性を特に優
れたものとすることができる。
【０１１５】
　そして、上記のようにして形成されたトナー粒子８は、絶縁性液体貯留部Ｍ５に導入さ
れ、ここで、絶縁性液体９と混合される。その結果、トナー粒子８が絶縁性液体９中に分
散した液体現像剤１０が得られる。このように、本発明では、形成されたトナー粒子を粉
体として回収することなく、直接、絶縁性液体と混合する。これにより、トナー粒子同士
の凝集等の発生を十分に防止するとともに、液体現像剤の生産性を優れたものとすること
ができる。
【０１１６】
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　図示の構成では、絶縁性液体貯留部Ｍ５は、絶縁性液体９を攪拌する攪拌手段Ｍ５１を
有している。これにより、例えば、絶縁性液体９とトナー粒子８の比重の差が比較的大き
い場合（例えば、比重の差の絶対値が０．３ｇ/ｃｍ３以上）であっても、トナー粒子８
を十分均一に分散させることができ、得られる液体現像剤１０においては、トナー粒子８
の良好な分散状態を長期間にわたって安定的に保持することができる。また、絶縁性液体
９の液面付近にトナー粒子８が浮遊すること等を効果的に防止することができ、トナー粒
子８の凝集等も効果的に防止することができる。
【０１１７】
　絶縁性液体９は、十分に絶縁性の高い液体であればよいが、具体的には、室温（２０℃
）での電気抵抗が１０９Ωｃｍ以上のものであるのが好ましく、１０１１Ωｃｍ以上のも
のであるのがより好ましく、１０１３Ωｃｍ以上のものであるのがさらに好ましい。
　また、絶縁性液体９の比誘電率は、３．５以下であるのが好ましい。
　このような条件を満足する絶縁性液体９としては、例えば、オクタン、イソオクタン、
デカン、イソデカン、デカリン、ノナン、ドデカン、イソドデカン、シクロヘキサン、シ
クロオクタン、シクロデカン、ベンゼン、トルエン、キシレン、メシチレン、各種シリコ
ーンオイル、アマニ油、大豆油等の植物油、アイソパーＥ、アイソパーＧ、アイソパーＨ
、アイソパーＬ（アイソパー；エクソン社の商品名）、シエルゾール７０、シエルゾール
７１（シエルゾール；シエルオイル社の商品名）、アムスコＯＭＳ、アムスコ４６０溶剤
（アムスコ；スピリッツ社の商品名）等が挙げられる。
【０１１８】
＜液体現像剤＞
　上記のようにして得られる液体現像剤は、トナー粒子の記録媒体に対する定着性に優れ
ている。また、上記のようにして得られる液体現像剤は、トナー粒子の形状、大きさのば
らつきが小さい。したがって、このような液体現像剤は、トナー粒子が絶縁性液体中（液
体現像剤中）で泳動し易く、高速現像にも有利である。また、トナー粒子の形状、大きさ
のばらつきが小さいため、トナー粒子の分散性に優れており、液体現像剤中でのトナー粒
子の沈降や浮遊等が効果的に防止される。したがって、このような液体現像剤は、長期安
定性にも優れている。
【０１１９】
　上記のようにして得られる液体現像剤１０中におけるトナー粒子８の平均粒径は、０．
１～５μｍであるのが好ましく、０．４～４μｍであるのがより好ましく、０．５～３μ
ｍであるのがさらに好ましい。トナー粒子８の平均粒径が前記範囲内の値であると、各ト
ナー粒子８間での帯電特性、定着特性等の特性のばらつきを特に小さいものとし、液体現
像剤１０全体としての信頼性を特に高いものとしつつ、液体現像剤（トナー）により形成
される画像の解像度を十分に高いものとすることができる。
【０１２０】
　また、液体現像剤１０を構成するトナー粒子８間での粒径の標準偏差は、１．０μｍ以
下であるのが好ましく、０．１～０．８μｍであるのがより好ましく、０．１～０．５μ
ｍであるのがさらに好ましい。これにより、各トナー粒子８間での帯電特性、定着特性等
の特性のばらつきが特に小さくなり、液体現像剤１０全体としての信頼性がさらに向上す
る。
【０１２１】
＜第２実施形態＞
　次に、本発明の第２実施形態について説明する。以下、本実施形態について、前述した
実施形態との違いを中心に説明し、同様の事項についてはその説明を省略する。
　図４は、本発明の液体現像剤の製造に用いられる液体現像剤製造装置の第２実施形態を
模式的に示す縦断面図である。
【０１２２】
　本実施形態では、第１の分散質３１’が分散した第１の分散液３’と、第１の分散質３
１’を構成する材料とは異なる材料を含む第２の分散質３１”が分散した第２の分散液３
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”とを調製し、図４に示すような液体現像剤製造装置Ｍ１’を用いて、第１の分散液３’
の液滴（第１の液滴５’）と、第２の分散液３”の液滴（第２の液滴５”）とを衝突・合
一させ、水系分散液の液滴（液滴５）を得ることにより、液体現像剤を製造する。
【０１２３】
　なお、本実施形態では、第１の分散液３’として、樹脂材料とワックスとで構成された
第１の分散質３１’が水系分散媒に分散したものを用い、第２の分散液３”として、着色
剤で構成された第２の分散質３１”が分散したものを用いる。
　第１の分散液３’は、前述した実施形態と同様に、樹脂材料とワックスとで構成された
混練物を用いて調製され、第２の分散液３”は、着色剤を水系液体中に添加・撹拌して分
散することにより調製される。
　なお、衝突する液滴は、一方の液滴中の分散媒等の少なくとも一部が除去されていても
よい。
【０１２４】
　［液体現像剤製造装置Ｍ１’］
　液体現像剤製造装置Ｍ１’は、水系分散液供給部およびヘッド部の構成が異なる以外は
、前述した液体現像剤製造装置Ｍ１と同様の構成となっている。
　すなわち、液体現像剤製造装置Ｍ１’は、第１の分散液３’を吐出する第１のヘッド部
Ｍ２’と、第２の分散液３”を吐出する第２のヘッド部Ｍ２”と、第１のヘッド部Ｍ２’
に第１の分散液３’を供給する第１の分散液供給部Ｍ４’と、第２のヘッド部Ｍ２”に第
２の分散液３”を供給する第２の分散液供給部Ｍ４”と、第１のヘッド部Ｍ２’および第
２のヘッド部２”のそれぞれから吐出された液滴状の第１の分散液３’（第１の液滴５’
）と第２の分散液３”（第２の液滴５”）とが衝突して合一化した液滴５を搬送しつつ分
散媒３２を除去し、トナー粒子８とする分散媒除去部Ｍ３と、絶縁性液体９を貯留する絶
縁性液体貯留部Ｍ５とを有している。
【０１２５】
　第１の分散液供給部Ｍ４’には、上述したような第１の分散液３’が蓄えられており、
当該第１の分散液３’は、第１のヘッド部Ｍ２’に送り込まれる。また、同様に、第２の
分散液供給部Ｍ４”には、上述したような第２の分散液３”が蓄えられており、当該第２
の分散液３”は、第２のヘッド部Ｍ２”に送り込まれる。
　第１の分散液供給部Ｍ４’は、第１のヘッド部２に第１の分散液３’を供給する機能を
有するものであればよいが、図示のように、第１の分散液３’を攪拌する攪拌手段Ｍ４１
’を有するものであってもよい。また、第２の分散液供給部Ｍ４”も、同様に、第２の分
散液３”を攪拌する攪拌手段Ｍ４１”を有するものであってもよい。これにより、例えば
、分散質３１（トナーの構成成分）が分散媒中に分散しにくいものであっても、分散質３
１が十分均一に分散した状態の各分散液を、各ヘッド部内に供給することができる。
【０１２６】
　第１のヘッド部Ｍ２’および第２のヘッド部Ｍ２”は、前述した液体現像剤製造装置Ｍ
１のヘッド部Ｍ２と同様の構成を有している。
　第１のヘッド部Ｍ２’および第２のヘッド部Ｍ２”は、それぞれから吐出される第１の
液滴５’と第２の液滴５”とが衝突するように配置されている。
　第１のヘッド部Ｍ２’から吐出された第１の液滴５’と、第２のヘッド部Ｍ２”から吐
出された第２の液滴５”は、衝突して合一化し、液滴５となる。
【０１２７】
　液滴５は、分散媒除去部Ｍ３を搬送されつつ固化することにより、トナー粒子８となる
。
　そして、上記のようにして形成されたトナー粒子８は、絶縁性液体貯留部Ｍ５に導入さ
れ、ここで、絶縁性液体９と混合される。その結果、トナー粒子８が絶縁性液体９中に分
散した液体現像剤１０が得られる。
【０１２８】
　このように、第１の分散液３’の第１の液滴５’と、第２の分散液３”の第２の液滴５
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”とを衝突・合一させて、水系分散液３の液滴５を得ることにより、以下のような効果が
得られる。
　例えば、第１の分散質３１’と第２の分散質３１”との比重が異なる場合に、１つの分
散液中に第１の分散質３１’と第２の分散質３１”と存在させようとすると、分散質が偏
ってしまい、各分散質を均一に含む液滴を形成するのが困難であるが、このように２つの
分散液を用いることにより、形成される液滴５の組成をほぼ均一なものとすることができ
る。その結果、最終的に得られる液体現像剤中における各トナー粒子間での特性のばらつ
きをより小さいものとすることができる。
【０１２９】
　また、例えば、第１の分散液３’と第２の分散液３”とを混合すると分散質同士が凝集
してしまうような材料が含まれている場合には、混合して得られる液体中で凝集してしま
って、液中に含まれる分散質の大きさのばらつきが大きくなり、さらに凝集が進行すると
液滴として吐出できなくなることが生じる可能性があるが、液滴５が形成されるまで第１
の分散液３’と第２の分散液３”とは混ざり合うことがないので、各分散液中で分散質の
不本意な凝集をより効果的に防止することができ、その結果、異形状のトナー粒子の発生
を効果的に防止することができる。
【０１３０】
　また、例えば、第１の分散液３’および第２の分散液３”の比重等を調節することによ
り、一方の分散液に含まれる分散質を表面付近に偏在させることができる。特に、本実施
形態のように、樹脂材料を含む分散液と、着色剤を含む分散液とを合一させることにより
、得られるトナー粒子の表面に着色剤を偏在させることができる。その結果、得られるト
ナーを紙等の転写材（記録媒体）に転写した際に、色ずれや色のにじみ等を効果的に防止
することができる。
　また、例えば、第１の分散液として樹脂材料を含むものを用い、第２の分散液として、
帯電制御材を含み、実質的に樹脂材料を含まないものを用いた場合、帯電制御剤をトナー
粒子の表面付近に偏在させることができる。これにより、比較的少量の帯電制御剤で、最
終的に得られるトナーの帯電特性を効率よく向上させることができる。
【０１３１】
　次に、上述したような本発明の液体現像剤が適用される画像形成装置の好適な実施形態
について説明する。
　図５は、本発明の液体現像剤が適用される接触方式の画像形成装置の一例を示すもので
ある。画像形成装置Ｐ１には、円筒状の感光体Ｐ２のドラムを有し、エピクロロヒドリン
ゴム等で構成された帯電器Ｐ３によりその表面が均一に帯電された後、レーザーダイオー
ド等によって記録すべき情報に応じた露光Ｐ４が行なわれて静電潜像が形成される。
【０１３２】
　現像器Ｐ１０は、現像剤容器Ｐ１１中にその一部が浸漬された塗布ローラＰ１２、現像
ローラＰ１３を有している。塗布ローラＰ１２は、例えば、ステンレス等の金属製のグラ
ビアローラであり、現像ローラＰ１３と対向して回転する。また、塗布ローラＰ１２の表
面には、液体現像剤塗布層Ｐ１４が形成され、メータリングブレードＰ１５によってその
厚さが一定に保持される。
【０１３３】
　そして、塗布ローラＰ１２から現像ローラＰ１３に対して液体現像剤が転写される。現
像ローラＰ１３は、ステンレス等の金属製のローラ芯体Ｐ１６上に低硬度シリコーンゴム
層を有し、その表面には導電性のＰＦＡ（ポリテトラフルオロエチレン－パーフルオロビ
ニルエーテル共重合体）製の樹脂層が形成されており、感光体Ｐ２と等速で回転して液体
現像剤を潜像部に転写する。感光体Ｐ２へ転写後に現像ローラＰ１３に残った液体現像剤
は、現像ローラクリーニングブレードＰ１７によって除去されて現像剤容器Ｐ１１内へ回
収される。
【０１３４】
　また、感光体から中間転写ローラへのトナー画像の転写の後には、感光体は、除電光Ｐ
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２１によって除電されるとともに、感光体上に残留した転写残りトナーは、ウレタンゴム
等で構成されたクリーニングブレードＰ２２によって除去される。
　同様に、中間転写ローラＰ１８から情報記録媒体Ｐ２０へ転写後に中間転写ローラＰ１
８に残留した転写残りトナーは、ウレタンゴム等で構成されたクリーニングブレードＰ２
３によって除去される。
　感光体Ｐ２上に形成されたトナー像は、中間転写ローラＰ１８に対して転写された後に
、二次転写ローラＰ１９に転写電流を通電して、両者の間を通過する紙等の情報記録媒体
Ｐ２０に画像が転写され、紙等の情報記録媒体Ｐ２０上でのトナー画像は図７に示す定着
装置使用して定着が行われる。
【０１３５】
　図６は、本発明の液体現像剤が適用される非接触方式の画像形成装置の一例を示すもの
である。非接触方式にあっては、現像ローラＰ１３には０．５ｍｍ厚のリン青銅板で構成
された帯電ブレードＰ２４が設けられる。帯電ブレードＰ２４は液体現像剤層に接触して
摩擦帯電させる機能を有すると共に、塗布ローラＰ１２がグラビアロールであるために現
像ローラＰ１３上にはグラビアロール表面の凹凸に応じた現像剤層が形成されるので、そ
の凹凸を均一に均す機能を果たすものであり、配置方向としては現像ローラの回転方向に
対してカウンタ方向でもトレイル方向のいずれでもよく、また、ブレート形状ではなくロ
ーラ形状でもよい。
【０１３６】
　また、現像ローラＰ１３と感光体Ｐ２との間は、２００μｍ～８００μｍの間隔が設け
られると共に、現像ローラＰ１３と感光体Ｐ２との間には直流電圧２００～８００Ｖに重
畳される５００～３０００Ｖｐｐ、周波数５０～３０００Ｈｚの交流電圧が印加されるの
が好ましい。それ以外は、図５を参照しつつ説明した画像形成装置と同様である。
　なお、図５、図６共に一色の液体現像剤による画像形成について説明したが、複数色の
カラートナーを用いて画像形成する場合には、複数色の現像器を用いて各色の画像を形成
してカラー画像を形成することができる。
【０１３７】
　図７は定着装置の断面図であり、Ｆ１は熱定着ロール、Ｆ１ａは柱状ハロゲンランプ、
Ｆ１ｂはロール基材、Ｆ１ｃは弾性体、Ｆ２は加圧ロール、Ｆ２ａは回転軸、Ｆ２ｂはロ
ール基材、Ｆ２ｃは弾性体、Ｆ３は耐熱ベルト、Ｆ４はベルト張架部材、Ｆ４ａは突壁、
Ｆ５はシート材、Ｆ５ａは未定着トナー像、Ｆ６はクリーニング部材、Ｆ７はフレーム、
Ｆ９はスプリング、Ｌは押圧部接線である。
【０１３８】
　図に示すように、定着装置Ｆ４０は、熱定着ロール（以下、加熱ロールともいう）Ｆ１
、加圧ロールＦ２、耐熱ベルトＦ３、ベルト張架部材Ｆ４、およびクリーニング部材Ｆ６
を備えている。
　熱定着ロールＦ１は、外径２５ｍｍ程度、肉厚０．７ｍｍ程度のパイプ材をロール基材
Ｆ１ｂとして、その外周に厚み０．４ｍｍ程度の弾性体Ｆ１ｃを被覆して形成され、ロー
ル基材Ｆ１ｂの内部に、加熱源として１，０５０Ｗ、２本の柱状ハロゲンランプＦ１ａが
内蔵されており、図に矢印で示す反時計方向に回転可能になっている。また、加圧ロール
Ｆ２は、外径２５ｍｍ程度、肉厚０．７ｍｍ程度のパイプ材をロール基材Ｆ２ｂとして、
その外周に厚み０． ２ｍｍ程度の弾性体Ｆ２ｃを被覆して形成し、熱定着ロールＦ１と
加圧ロールＦ２の圧接力を１０ｋｇ以下、ニップ長を１０ｍｍ程度で構成し、熱定着ロー
ルＦ１に対向して配置し、図に矢印で示す時計方向に回転可能になっている。
【０１３９】
　このように、熱定着ロールＦ１および加圧ロールＦ２の外径が２５ｍｍ程度の小径に構
成されているため、定着後のシート材Ｆ５が熱定着ロールＦ１または耐熱ベルトＦ３に巻
き付くことがなく、シート材を強制的に剥がすための手段が不要となっている。また、熱
定着ロールＦ１の弾性体Ｆ１ｃの表層には約３０μｍのＰＦＡ層を設けることで、その分
剛性が向上する。これにより、各弾性体Ｆ１ｃ、２ｃの厚みは異なるが、両弾性体Ｆ１ｃ
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、２ｃは略均一な弾性変形をして、いわゆる水平ニップが形成され、また、熱定着ロール
Ｆ１の周速に対して耐熱ベルトＦ３またはシート材Ｆ５の搬送速度に差異が生じることも
ないので、極めて安定した画像定着が可能となる。
【０１４０】
　また、熱定着ロールＦ１の内部に、加熱源を構成する２本の柱状ハロゲンランプＦ１ａ
、Ｆ１ａが内蔵されており、これらの柱状ハロゲンランプＦ１ａ、Ｆ１ａの発熱エレメン
トはそれぞれ異なった位置に配置されている。そして、各柱状ハロゲンランプＦ１ａ、Ｆ
１ａが選択的に点灯されることにより、耐熱ベルトＦ３が熱定着ロールＦ１に巻き付いた
定着ニップ部位とベルト張架部材Ｆ４が熱定着ロールＦ１に摺接する部位との異なる条件
や、幅の広いシート材と幅の狭いシート材との異なる条件下での温度コントロールが容易
に行われるようになっている。
【０１４１】
　耐熱ベルトＦ３は、加圧ロールＦ２とベルト張架部材Ｆ４の外周に張架されて移動可能
とされ、熱定着ロールＦ１と加圧ロールＦ２との間に挟圧されるエンドレスの環状のベル
トである。この耐熱ベルトＦ３は０．０３ｍｍ以上の厚みを有し、その表面（シート材Ｆ
５が接触する側の面）をＰＦＡで形成し、また、裏面（加圧ロールＦ２およびベルト張架
部材Ｆ４と接触する側の面）をポリイミドで形成した２層構成のシームレスチューブで形
成されている。耐熱ベルトＦ３は、これに限定されず、ステンレス管やニッケル電鋳管等
の金属管、シリコン等の耐熱樹脂管等の他の材料で形成することもできる。
【０１４２】
　ベルト張架部材Ｆ４は、熱定着ロールＦ１と加圧ロールＦ２との定着ニップ部よりもシ
ート材Ｆ５搬送方向上流側に配設されるとともに、加圧ロールＦ２の回転軸Ｆ２ａを中心
として矢印Ｐ方向に揺動可能に配設されている。ベルト張架部材Ｆ４は、シート材Ｆ５が
定着ニップ部を通過しない状態において、耐熱ベルトＦ３を熱定着ロールＦ１の接線方向
に張架するように構成されている。シート材Ｆ５が定着ニップ部に進入する初期位置で定
着圧力が大きいと進入がスムーズに行われなくて、シート材Ｆ５の先端が折れた状態で定
着される場合があるが、このように耐熱ベルトＦ３を熱定着ロールＦ１の接線方向に張架
する構成にすることで、シート材Ｆ５の進入がスムーズに行われるシート材Ｆ５の導入口
部が形成でき、安定したシート材Ｆ５の定着ニップ部への進入が可能となる。
【０１４３】
　ベルト張架部材Ｆ４は、耐熱ベルトＦ３の内周に嵌挿されて加圧ロールＦ２と協働して
耐熱ベルトＦ３に張力ｆを付与する略半月状のベルト摺動部材（耐熱ベルトＦ３はベルト
張架部材Ｆ４上を摺動する）である。このベルト張架部材Ｆ４は、耐熱ベルトＦ３が熱定
着ロールＦ１と加圧ロールＦ２との押圧部接線Ｌより熱定着ロールＦ１側に巻き付けてニ
ップを形成する位置に配置される。突壁Ｆ４ａはベルト張架部材Ｆ４の軸方向一端または
両端に突設されており、この突壁Ｆ４ａは、耐熱ベルトＦ３が軸方向端の一方に寄った場
合に、この耐熱ベルトＦ３がこの突壁Ｆ４ａに当接することで耐熱ベルトＦ３の端への寄
りを規制するものである。突壁Ｆ４ａの熱定着ロールＦ１と反対側の端部とフレームとの
間にスプリングＦ９が縮設されていて、ベルト張架部材Ｆ４の突壁Ｆ４ａが熱定着ロール
Ｆ１に軽く押圧され、ベルト張架部材Ｆ４が熱定着ロールＦ１に摺接して位置決めされる
。
【０１４４】
　耐熱ベルトＦ３を加圧ロールＦ２とベルト張架部材Ｆ４とにより張架して加圧ロールＦ
２で安定して駆動するには、加圧ロールＦ２と耐熱ベルトＦ３との摩擦係数をベルト張架
部材Ｆ４と耐熱ベルトＦ３との摩擦係数より大きく設定するとよい。しかし、摩擦係数は
、耐熱ベルトＦ３と加圧ロールＦ２との間あるいは耐熱ベルトＦ３とベルト張架部材Ｆ４
との間への異物の侵入や、耐熱ベルトＦ３と加圧ロールＦ２およびベルト張架部材Ｆ４と
の接触部の摩耗などによって不安定になる場合がある。
【０１４５】
　そこで、加圧ロールＦ２と耐熱ベルトＦ３の巻き付け角よりベルト張架部材Ｆ４と耐熱
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ベルトＦ３の巻き付け角が小さくなるように、また、加圧ロールＦ２の径よりベルト張架
部材Ｆ４の径が小さくなるように設定する。これにより、耐熱ベルトＦ３がベルト張架部
材Ｆ４を摺動する長さが短くなり、経時変化や外乱などに対する不安定要因から回避でき
、耐熱ベルトＦ３を加圧ロールＦ２で安定して駆動することができるようになる。
【０１４６】
　更に、クリーニング部材Ｆ６が加圧ロールＦ２とベルト張架部材Ｆ４との間に配置され
ており、このクリーニング部材Ｆ６は耐熱ベルトＦ３の内周面に摺接して耐熱ベルトＦ３
の内周面の異物や摩耗粉等をクリーニングするものである。このように異物や摩耗粉等を
クリーニングすることで、耐熱ベルトＦ３をリフレッシュし、前述の摩擦係数の不安定要
因を除去している。また、ベルト張架部材Ｆ４に凹部Ｆ４ｆが設けられており、この凹部
Ｆ４ｆは、耐熱ベルトＦ３から除去した異物や摩耗粉等の収納に好適である。
【０１４７】
　ベルト張架部材Ｆ４が熱定着ロールＦ１に軽く押圧される位置がニップ初期位置とされ
、また、熱定着ロールＦ１に加圧ロールＦ２が押圧する位置がニップ終了位置とされる。
そして、シート材Ｆ５はニップ初期位置から定着ニップ部に進入して耐熱ベルトＦ３と熱
定着ロールＦ１との間を通過し、ニップ終了位置から抜け出ることで、シート材Ｆ５上に
形成された未定着トナー像Ｆ５ａが定着され、その後、熱定着ロールＦ１への加圧ロール
Ｆ２の押圧部の接線方向Ｌに排出される。
【０１４８】
　以上、本発明について、好適な実施形態に基づいて説明したが、本発明はこれらに限定
されるものではない。
　例えば、液体現像剤製造装置を構成する各部は、同様の機能を発揮する任意のものと置
換、または、その他の構成を追加することもできる。
　また、本発明の液体現像剤は、前述したような画像形成装置に適用されるものに限定さ
れない。
【０１４９】
　また、図８に示すように、ヘッド部Ｍ２に、音響レンズ（凹面レンズ）Ｍ２５が設置さ
れていてもよい。このような音響レンズＭ２５が設置されることにより、例えば、圧電素
子Ｍ２２が発生した圧力パルス（振動エネルギー）を、吐出部Ｍ２３付近の圧力パルス収
束部Ｍ２６で収束させることができる。その結果、圧電素子Ｍ２２が発生した振動エネル
ギーを、水系懸濁液３を吐出させるためのエネルギーとして、効率よく利用することがで
きる。したがって、分散液貯留部Ｍ２１に貯留された水系懸濁液３が比較的高粘度のもの
であっても、確実に吐出部Ｍ２３から吐出させることができる。また、分散液貯留部Ｍ２
１に貯留された水系懸濁液３が凝集力（表面張力）の比較的大きいものであっても、微細
な液滴として吐出することが可能となるため、容易かつ確実に、トナー粒子８の粒径を比
較的小さい値にコントロールすることができる。
  このように、図示のような構成とすることにより、水系懸濁液３として、より粘度の高
い材料や、凝集力の大きい材料を用いた場合であっても、トナー粒子８を所望の形状、大
きさにコントロールすることができるので、材料選択の幅が特に広くなり、所望の特性を
有するトナーをさらに容易に得ることができる。
【０１５０】
　また、図示のような構成とした場合、収束した圧力パルスにより水系懸濁液３を吐出さ
せるため、吐出部Ｍ２３の面積（開口面積）が比較的大きい場合であっても、吐出する水
系懸濁液３の大きさを比較的小さいものにすることができる。すなわち、トナー粒子８の
粒径を比較的小さくしたい場合であっても、吐出部Ｍ２３の面積を大きくすることができ
る。これにより、水系懸濁液３が比較的高粘度のものであっても、吐出部Ｍ２３における
目詰まりの発生等をより効果的に防止することができる。
【０１５１】
　音響レンズとしては、凹面レンズに限定されず、例えば、フレネルレンズ、電子走査レ
ンズ等を用いてもよい。
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　さらに、図９～図１１に示すように、音響レンズＭ２５と吐出部Ｍ２３との間に、吐出
部Ｍ２３に向けて、収斂する形状を有する絞り部材Ｍ１３等を配置してもよい。これによ
り、圧電素子Ｍ２２が発生した圧力パルス（振動エネルギー）の収束を補助することがで
き、圧電素子Ｍ２２が発生した圧力パルスをさらに効率よく利用することができる。
【０１５２】
　また、前述した実施形態では、形成される液滴が第１の分散質および第２の分散質を含
むものとして説明したが、第３の分散質が含んでいてもよい。
　また、前述した実施形態では、２つの分散液を合一させる場合について説明したが、３
つ以上の分散液を合一させてもよい。
　また、前述した実施形態では、トナーの構成成分が固形成分として、分散質中に含まれ
るものとして説明したが、トナーの構成成分の少なくとも一部は、分散媒中に含まれてい
てもよい。
【０１５３】
　また、前述した実施形態では圧電パルスによりヘッド部から分散液（水系懸濁液）を間
欠的に吐出するものとして説明したが、分散液の吐出方法（噴霧方法）としては、他の方
法を用いることもできる。例えば、分散液を吐出（噴霧）する方法としては、スプレード
ライ法や、いわゆるバブルジェット（「バブルジェット」は登録商標）法等の方法のほか
、「分散液を、ガス流で平滑面に押し付けて薄く引き伸ばして薄層流とし、当該薄層流を
前記平滑面から離して微小な液滴として噴霧するようなノズルを用いて、分散液を液滴状
に噴霧する方法（特願２００２－３２１８８９号明細書に記載されたような方法）」等を
用いてもよい。スプレードライ法は、高圧のガスを用いて、液体（分散液）を噴射（噴霧
）させることにより、液滴を得る方法である。また、いわゆるバブルジェット（「バブル
ジェット」は登録商標）法を適用した方法としては、特願２００２－１６９３４８号明細
書に記載された方法等が挙げられる。すなわち、分散液を吐出（噴霧）する方法として、
「気体の体積変化によりヘッド部から分散液を間欠的に吐出する方法」を適用することが
できる。
【０１５４】
　また、吐出液としての水系分散液の調製方法は、前述したような方法に限定されない。
例えば、固体状態の分散質が分散した分散液（懸濁液）を加熱することにより、分散質を
一旦液状として水系乳化液を得、当該水系乳化液を冷却することにより噴霧液としての水
系懸濁液を得てもよい。また、水系乳化液を、懸濁液とすることなく、そのまま噴霧液と
して用いてもよい。また、吐出液として懸濁液を用いる場合であっても、当該懸濁液は、
乳化液（水系乳化液）を介することなく調製されたものであってもよい。例えば、前述し
たような混練物の粉砕物を水系液体中に分散することにより得られた懸濁液を、吐出液と
して用いてもよい。また、噴霧液としての水系分散液は、乳化重合法により製造された微
粒子を、分散質として含むものであってもよい。これにより、粒子強度を十分に保ちつつ
、粒子内に最適な量の水分を包含させることができる。また、粒径が安定した粒子を形成
できる。
【実施例】
【０１５５】
　［１］液体現像剤の製造
　（実施例１）
　［第１の分散液の調製］
　まず、自己分散型樹脂としての、側鎖に多数の－ＳＯ３

－基（スルホン酸Ｎａ基）を有
するポリエステル樹脂（ガラス転移点：５８℃、軟化温度：１１５℃、吸水量：０．２ｗ
ｔ％）：８０重量部と、着色剤としてのシアン系顔料（大日精化社製、ピグメントブルー
１５：３）：２０重量部とを用意した。自己分散型樹脂は、当該自己分散型樹脂１００ｇ
中に、－ＳＯ３

－基を０．１ｍｏｌ有するものであった。
【０１５６】
　これらの各成分を２０Ｌ型のヘンシェルミキサーを用いて混合し、トナー製造用の原料
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を得た。
【０１５７】
　次に、この原料（混合物）を、図１に示すような２軸混練押出機を用いて、混練した。
　２軸混練押出機のプロセス部の全長は１６０ｃｍとした。
　また、プロセス部における原料の温度が１２５～１３５℃となるように設定した。
　また、スクリューの回転速度は１２０ｒｐｍとし、原料の投入速度は２０ｋｇ／時間と
した。
【０１５８】
　このような条件から求められる、原料がプロセス部を通過するのに要する時間は約４分
間である。
　なお、上記のような混練は、脱気口を介してプロセス部に接続された真空ポンプを稼動
させることにより、プロセス部内を脱気しつつ行った。
　プロセス部で混練された原料（混練物）は、ヘッド部を介して２軸混練押出機の外部に
押し出した。ヘッド部内における混練物の温度は、１３０℃となるように調節した。
【０１５９】
　このようにして２軸混練押出機の押出口から押し出された混練物を、図１中に示すよう
な冷却機を用いて、冷却した。冷却工程直後の混練物の温度は、約４０℃であった。
　混練物の冷却速度は、－９℃／秒であった。また、混練工程の終了時から冷却工程が終
了するのに要した時間は、１０秒であった。
　上記のようにして冷却された混練物を粗粉砕し、平均粒径：１．５ｍｍの粉末とした。
混練物の粗粉砕にはハンマーミルを用いた。
【０１６０】
　次に、混練物の粗粉砕物：１００重量部をトルエン：２５０重量部に添加し、超音波ホ
モジナイザー（出力：４００μＡ）を用いて、１時間処理することにより、混練物の自己
分散型樹脂が溶解した溶液を得た。なお、この溶液中において、顔料は均一に微分散して
いた。
　一方、イオン交換水：７００重量部からなる水系液体を用意した。
　前記水系液体をホモミキサー（特殊機化工業社製）で攪拌回転数を調整した。
【０１６１】
　このような攪拌状態の水系液体中に、上記溶液（混練物のトルエン溶液）を滴下した。
これにより、樹脂材料と着色剤とを含む分散質が均一に分散した水系乳化液が得られた。
　その後、温度：１００℃、雰囲気圧力：８０ｋＰａの条件下で、水系乳化液中のトルエ
ンを除去し、さらに、室温まで冷却することにより、固形微粒子が分散した第１の分散液
を得た。得られた第１の分散液中には、実質的にトルエンは残存していなかった。得られ
た第１の分散液の固形分（分散質）濃度は３１．４ｗｔ％であった。また、第１の分散液
中に分散している分散質（固形微粒子）の平均粒径は１．８μｍであった。なお、分散質
の平均粒径の測定は、レーザ回折／散乱式粒度分布測定装置（堀場製作所社製、ＬＡ－９
２０）を用いて行った。
【０１６２】
　［第２の分散液の調製］
　一方、自己分散型樹脂としての、側鎖に多数の－ＳＯ３

－基（スルホン酸Ｎａ基）を有
するポリエステル樹脂（ガラス転移点：５８℃、軟化温度：１２０℃、吸水量：０．２ｗ
ｔ％）：９０重量部と、帯電制御剤としてサリチル酸Ｃｒ錯体（ボントロンＥ－８１、オ
リエント化学工業社製）：１０重量部とを用意した。
　その後、前述した第１の分散液と同様にして、第２の分散液を得た。
　なお、得られた第２の分散液の固形分（分散質）濃度は３０．４ｗｔ％であった。また
、第２の分散液中に分散している分散質（固形微粒子）の平均粒径は０．５μｍであった
。
【０１６３】
　［水系分散液（水系懸濁液）の調製］



(32) JP 4670380 B2 2011.4.13

10

20

30

40

50

　上記のようにして得られた第１の分散液１００重量部と第２の分散液１０重量部とをホ
モジナイザー（ＩＫＡ社製）にて混合し、水系懸濁液を得た。
　なお、得られた水系分散液の固形分（分散質）濃度は３０．９ｗｔ％であった。また、
水系分散液中に分散している分散質（固形微粒子）の平均粒径は１．１μｍであった。
【０１６４】
　［液滴の形成］
　上記のようにして得られた水系懸濁液を、図２、図３に示す構成のトナー製造装置の水
系懸濁液供給部内に投入した。さらに、濃度を調整した。水系懸濁液供給部内の水系懸濁
液を攪拌手段で攪拌しつつ、定量ポンプによりヘッド部に供給し、吐出部から分散媒除去
部に吐出（噴射）させた。吐出部は、直径：２５μｍの円形状をなすものとした。また、
ヘッド部としては、吐出部付近に、フッ素樹脂（ポリテトラフルオロエチレン）コートに
よる疎水化処理が施されたものを用いた。なお、水系懸濁液供給部内における水系懸濁液
の温度は、３５℃になるように調節した。
【０１６５】
　水系懸濁液の吐出は、ヘッド部内における分散液温度を３５℃、圧電体の振動数を１０
ｋＨｚ、吐出部から吐出される分散液の初速度を３ｍ／秒、ヘッド部から吐出される水系
懸濁液の液滴一滴分の吐出量を２ｐｌ（液滴粒径：１４μｍ）に調整した状態で行った。
また、水系懸濁液の吐出は、複数個のヘッド部のうち少なくとも隣接しあうヘッド部で、
水系懸濁液の吐出タイミングがずれるようにして行った。
【０１６６】
　また、水系懸濁液の吐出時には、ガス噴射口から温度：３５℃、湿度：２７％ＲＨ、流
速：３ｍ／秒の空気を鉛直下方に噴射した。また、ハウジング内の温度（雰囲気温度）は
、４５℃となるように設定した。また、ハウジング内の圧力は、約１０５ｋＰａであった
。分散媒除去部の長さ（搬送方向の長さ）は１．５ｍであった。
　また、分散媒除去部のハウジングには、その内表面側の電位が－１００Ｖとなるように
電圧を印加し、内壁に水系懸濁液の液滴（トナー粒子）が付着するのを防止するようにし
た。
【０１６７】
　分散媒除去部内において、吐出した水系懸濁液の液滴から分散媒が除去され、各液滴に
含まれていた複数個の分散質が凝集した凝集体としてのトナー粒子が形成され、形成され
たトナー粒子を、絶縁性液体としてのアイソパーＨ（エクソン化学社製）が貯留された絶
縁性液体貯留部内に導入し、これを攪拌手段で攪拌することにより、液体現像剤が得られ
た。分散媒除去部で形成されたトナー粒子の含水量は１．７５ｗｔ％であった。また、絶
縁性液体（アイソパーＨ）の室温（２０℃）での電気抵抗は１×１０１４Ωｃｍ、絶縁性
液体の誘電率は２．３であった。また、液体現像剤中に占めるトナー粒子の割合は、１８
ｗｔ％であった。
【０１６８】
　（実施例２～４）
　混練物のトルエン溶液調製時におけるトルエンの使用量、水系乳化液の調製時における
水系液体の攪拌条件、溶液の滴下速度、ヘッド部内での水系懸濁液の温度、ガス噴射口か
ら噴射する空気の温度を変更することにより、第１および第２の分散液中における分散質
の平均粒径、含有率、トナー粒子の含水量等を表１に示すようにした以外は、前記実施例
１と同様にして液体現像剤を調製した。
【０１６９】
　（実施例５）
　トナー製造用の原料（混練物）の調製において、自己分散型樹脂の代わりに、エポキシ
樹脂（自己分散型樹脂ではない）を用い、更に、分散剤としてのドデシルトリメチルアン
モニウムクロライド：０．５重量部を用いた以外は、前記実施例１と同様にして液体現像
剤を製造した。
【０１７０】
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　（実施例６）
　以下に示すような乳化重合法により第１の分散液および第２の分散液を調製し、水系懸
濁液を調製した以外は、前記実施例１と同様にして液体現像剤を製造した。
　［第１の分散液］
　オクタデシルメタクリレート：１００ｇ、トルエン：１５０ｇおよびイソプロパノール
：５０ｇの混合溶液を窒素気流下攪拌しながら温度７５℃に加温した。２，２’－アゾビ
ス（４－シアノ吉草酸）：３０ｇを加え８時間反応した。冷却後、メタノール：２リット
ル中に再沈し白色粉末を凝集後、乾燥した。得られた白色粉末：５０ｇ、酢酸ビニル：３
．３ｇ、ハイドロキノン：０．２ｇおよびトルエン：１００ｇの混合物を温度４０℃に加
温して、３時間反応した。次に７０℃に昇温し、１００％硫酸：３．８×１０－３ｍｌを
加え１０時間反応した。温度２５℃まで冷却し酢酸ナトリウム三水和物：０．０２ｇを加
え３０分間攪拌した後、メタノール：１リットル中に再沈し、凝集後、乾燥し、分散安定
用樹脂を得た。
【０１７１】
　次に、得られた上記の分散安定用樹脂：１２ｇを酢酸ビニル：１００ｇ、オクタデシル
メタクリレート：１．０ｇ、着色剤としてのシアン系顔料（大日精化社製、ピグメントブ
ルー１５：３）：２１ｇ、およびアイソパーＨ：３８４ｇの混合液を窒素気流下攪拌しな
がら温度７０℃に加温した。２，２’－アゾビス（イソバレロニトリル）：０．８ｇを加
え６時間反応した。開始剤添加後２０分して白濁を生じ、反応温度は８８℃まで上昇した
。温度を１００℃に上げ２時間攪拌し未反応の酢酸ビニルを留去した。冷却後２００メッ
シュのナイロン布を通し着色粒子を得た。平均粒子は０．３μｍであった。
　上記の粒子を３０ｇを水中に分散させ、第１の分散液を得た。
【０１７２】
　［第２の分散液］
　着色剤の代わりに、帯電制御剤としてサリチル酸Ｃｒ錯体（ボントロンＥ－８１、オリ
エント化学工業社製）：１ｇを添加した以外は、前述した第１の分散液と同様にして第２
の分散液を調製した。
【０１７３】
　（実施例７）
　［第１の分散液の調製］
　まず、自己分散型樹脂としての、側鎖に多数の－ＳＯ３

－基（スルホン酸Ｎａ基）を有
するポリエステル樹脂（ガラス転移点：５８℃、軟化温度：１２０℃、吸水量：０．２ｗ
ｔ％）：１００重量部と、ワックスとしてカルナウバワックス：３重量部と、帯電制御剤
としてサリチル酸Ｃｒ錯体（ボントロンＥ－８１、オリエント化学工業社製）：１重量部
とを用意した。自己分散型樹脂は、当該自己分散型樹脂１００ｇ中に、－ＳＯ３

－基を０
．１ｍｏｌ有するものであった。
　これらの各成分を２０Ｌ型のヘンシェルミキサーを用いて混合し、トナー製造用の原料
を得た。
【０１７４】
　次に、この原料（混合物）を、図１に示すような２軸混練押出機を用いて、混練した。
　２軸混練押出機のプロセス部の全長は１６０ｃｍとした。
　また、プロセス部における原料の温度が１２５～１３５℃となるように設定した。
　また、スクリューの回転速度は１２０ｒｐｍとし、原料の投入速度は２０ｋｇ／時間と
した。
【０１７５】
　このような条件から求められる、原料がプロセス部を通過するのに要する時間は約４分
間である。
　なお、上記のような混練は、脱気口を介してプロセス部に接続された真空ポンプを稼動
させることにより、プロセス部内を脱気しつつ行った。
　プロセス部で混練された原料（混練物）は、ヘッド部を介して２軸混練押出機の外部に
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押し出した。ヘッド部内における混練物の温度は、１３０℃となるように調節した。
【０１７６】
　このようにして２軸混練押出機の押出口から押し出された混練物を、図１中に示すよう
な冷却機を用いて、冷却した。冷却工程直後の混練物の温度は、約４０℃であった。
　混練物の冷却速度は、－９℃／秒であった。また、混練工程の終了時から冷却工程が終
了するのに要した時間は、１０秒であった。
　上記のようにして冷却された混練物を粗粉砕し、平均粒径：１．５ｍｍの粉末とした。
混練物の粗粉砕にはハンマーミルを用いた。
【０１７７】
　次に、混練物の粗粉砕物：１００重量部をトルエン：２５０重量部に添加し、超音波ホ
モジナイザー（出力：４００μＡ）を用いて、１時間処理することにより、混練物の自己
分散型樹脂が溶解した溶液を得た。
　一方、イオン交換水：７００重量部からなる水系液体を用意した。
　前記水系液体をホモミキサー（特殊機化工業社製）で攪拌回転数を調整した。
【０１７８】
　このような攪拌状態の水系液体中に、上記溶液（混練物のトルエン溶液）を滴下した。
これにより、水系乳化液が得られた。
　その後、温度：１００℃、雰囲気圧力：８０ｋＰａの条件下で、水系乳化液中のトルエ
ンを除去し、さらに、室温まで冷却することにより、固形微粒子が分散した第１の分散液
（第１の水系懸濁液）を得た。得られた第１の分散液中には、実質的にトルエンは残存し
ていなかった。得られた第１の分散液の固形分（分散質）濃度は２７．６ｗｔ％であった
。また、第１の分散液中に分散している分散質（固形微粒子）の平均粒径は０．６μｍで
あった。なお、分散質の平均粒径の測定は、レーザ回折／散乱式粒度分布測定装置（堀場
製作所社製、ＬＡ－９２０）を用いて行った。
【０１７９】
　［第２の分散液の調製］
　まず、着色剤としてシアン系顔料（大日精化社製、ピグメントブルー１５：３）：２０
重量部を用意した。
　一方、分散剤としてのアルキルベンゼンスルホン酸：０．１重量部をイオン交換水：１
００重量部に溶解した水溶液（水性溶液）を用意した。
【０１８０】
　次に、この水溶液：１００重量部に、用意したシアン系顔料を加え、ホモジナイザー（
ＩＫＡ社製）にて、１５分間８５℃の条件で混合分散し、顔料分散液としての第２の分散
液（第２の水系懸濁液）を得た。
　その後、得られた第２の分散液に脱気処理を施した。脱気処理は、攪拌した状態の第２
の分散液を、１４ｋＰａの雰囲気中に１０分間置くことにより行った。脱気処理時におけ
る雰囲気温度は、２５℃であった。このようにして得られた第２の分散液の固形分（分散
質）濃度は２０．２ｗｔ％であった。また、第２の分散液中に分散している分散質（固形
微粒子）の平均粒径は０．３μｍであった。
【０１８１】
　［液滴の形成］
　調製した第１の分散液と第２の分散液とを、図４に示すような液体現像剤製造装置の第
１の分散液供給部Ｍ４’および第２の分散液供給部Ｍ４”内にそれぞれ投入した。各分散
液供給部内の第１の分散液および第２の分散液を攪拌手段で攪拌しつつ、定量ポンプによ
り第１のヘッド部および第２のヘッド部の各分散液貯留部にそれぞれ第１の分散液と第２
の分散液とを供給し、それぞれの吐出部から第１の分散液と第２の分散液とを吐出させ、
衝突・合一させ、水系懸濁液の液滴を形成した。なお、各ヘッド部の吐出部は、直径：２
５μｍの円形状をなすものとした。また、ヘッド部としては、吐出部付近に、フッ素樹脂
（ポリテトラフルオロエチレン）コートによる疎水化処理が施されたものを用いた。なお
、各分散液供給部内における各分散液の温度は、３５℃になるように調節した。
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【０１８２】
　各分散液の吐出は、各ヘッド部内における分散液温度を３５℃、圧電体の振動数は１０
０ｋＨｚ、各ヘッド部から吐出される分散液の初速度は３．１ｍ／秒、各ヘッド部から吐
出される分散液の一滴分の吐出量は２．２ｐｌ（粒径：１５μｍ）であった。また、第１
の分散液の吐出は、複数個の第１のヘッド部のうち少なくとも隣接しあう第１のヘッド部
で、分散液の吐出タイミングがずれるようにして行った。また、複数の第２のヘッド部に
ついても同様に第２の分散液の吐出タイミングがずれるようにして行った。
【０１８３】
　また、分散液の吐出時には、ガス噴射口から温度：３５℃、湿度：２７％ＲＨ、流速：
３ｍ／秒の空気を鉛直下方に噴射した。また、ハウジング内の圧力は、約１０３ｋＰａで
あった。分散媒除去部の長さ（搬送方向の長さ）は１．５ｍであった。
　また、分散媒除去部のハウジングには、その内表面側の電位が－１００Ｖとなるように
電圧を印加し、内壁に水系懸濁液の液滴（トナー粒子）が付着するのを防止するようにし
た。
【０１８４】
　分散媒除去部内において、形成された水系懸濁液の液滴から分散媒が除去され、各液滴
に含まれていた複数種の分散質が凝集した凝集体としてのトナー粒子が形成され、形成さ
れたトナー粒子を、絶縁性液体としてのアイソパーＨ（エクソン化学社製）が貯留された
絶縁性液体貯留部内に導入し、これを攪拌手段で攪拌することにより、液体現像剤が得ら
れた。分散媒除去部で形成されたトナー粒子の含水量は１．６４ｗｔ％であった。また、
絶縁性液体（アイソパーＨ）の室温（２０℃）での電気抵抗は２．３Ωｃｍ、絶縁性液体
の誘電率は１×１０１４Ωｃｍであった。また、液体現像剤中に占めるトナー粒子の割合
は、２２ｗｔ％であった。
【０１８５】
　（実施例８）
　第１の分散液および第２の分散液を、以下のようにして調製した以外は、前記実施例７
と同様にして液体現像剤を調製した。
　［第１の分散液の調製］
　まず、自己分散型樹脂としての、側鎖に多数の－ＳＯ３

－基（スルホン酸Ｎａ基）を有
するポリエステル樹脂（ガラス転移点：５８℃、軟化温度：１１５℃、吸水量：０．２ｗ
ｔ％）：１００重量部と、ワックスとしてカルナウバワックス：３重量部と、着色剤とし
てシアン系顔料（大日精化社製、ピグメントブルー１５：３）：２０重量部とを用意した
。自己分散型樹脂は、当該自己分散型樹脂１００ｇ中に、－ＳＯ３

－基を０．１ｍｏｌ有
するものであった。
　これらの各成分を２０Ｌ型のヘンシェルミキサーを用いて混合し、トナー製造用の原料
を得た。
【０１８６】
　次に、この原料（混合物）を、図１に示すような２軸混練押出機を用いて、混練した。
　２軸混練押出機のプロセス部の全長は１６０ｃｍとした。
　また、プロセス部における原料の温度が１２５～１３５℃となるように設定した。
　また、スクリューの回転速度は１２０ｒｐｍとし、原料の投入速度は２０ｋｇ／時間と
した。
【０１８７】
　このような条件から求められる、原料がプロセス部を通過するのに要する時間は約４分
間である。
　なお、上記のような混練は、脱気口を介してプロセス部に接続された真空ポンプを稼動
させることにより、プロセス部内を脱気しつつ行った。
　プロセス部で混練された原料（混練物）は、ヘッド部を介して２軸混練押出機の外部に
押し出した。ヘッド部内における混練物の温度は、１３０℃となるように調節した。
【０１８８】
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　このようにして２軸混練押出機の押出口から押し出された混練物を、図１中に示すよう
な冷却機を用いて、冷却した。冷却工程直後の混練物の温度は、約４０℃であった。
　混練物の冷却速度は、－９℃／秒であった。また、混練工程の終了時から冷却工程が終
了するのに要した時間は、１０秒であった。
　上記のようにして冷却された混練物を粗粉砕し、平均粒径：１．５ｍｍの粉末とした。
混練物の粗粉砕にはハンマーミルを用いた。
【０１８９】
　次に、混練物の粗粉砕物：１００重量部をトルエン：２５０重量部に添加し、超音波ホ
モジナイザー（出力：４００μＡ）を用いて、１時間処理することにより、混練物の自己
分散型樹脂が溶解した溶液を得た。
　一方、イオン交換水：７００重量部からなる水系液体を用意した。
　前記水系液体をホモミキサー（特殊機化工業社製）で攪拌回転数を調整した。
【０１９０】
　このような攪拌状態の水系液体中に、上記溶液（混練物のトルエン溶液）を滴下した。
これにより、水系乳化液が得られた。
　その後、温度：１００℃、雰囲気圧力：８０ｋＰａの条件下で、水系乳化液中のトルエ
ンを除去し、さらに、室温まで冷却することにより、固形微粒子が分散した第１の分散液
（第１の水系懸濁液）を得た。得られた第１の分散液中には、実質的にトルエンは残存し
ていなかった。得られた第１の分散液の固形分（分散質）濃度は２９．２ｗｔ％であった
。また、第１の分散液中に分散している分散質（固形微粒子）の平均粒径は０．４μｍで
あった。なお、分散質の平均粒径の測定は、レーザ回折／散乱式粒度分布測定装置（堀場
製作所社製、ＬＡ－９２０）を用いて行った。
【０１９１】
　［第２の分散液の調製］
　まず、帯電制御剤としてサリチル酸Ｃｒ錯体（ボントロンＥ－８１、オリエント化学工
業社製）：１重量部を用意した。
　一方、分散剤としてのアルキルベンゼンスルホン酸：１重量部をイオン交換水：１００
重量部に溶解した水溶液（水性溶液）を用意した。
【０１９２】
　次に、この水溶液：１００重量部に、用意した帯電制御剤を加え、ホモジナイザー（Ｉ
ＫＡ社製）にて、１５分間８５℃の条件で混合分散し、顔料分散液としての第２の分散液
（第２の水系懸濁液）を得た。
　その後、得られた第２の分散液に脱気処理を施した。脱気処理は、攪拌した状態の第２
の分散液を、１４ｋＰａの雰囲気中に１０分間置くことにより行った。脱気処理時におけ
る雰囲気温度は、２５℃であった。このようにして得られた第２の分散液の固形分（分散
質）濃度は１．２ｗｔ％であった。また、第２の分散液中に分散している分散質（固形微
粒子）の平均粒径は０．５μｍであった。
【０１９３】
　（比較例１）
　水系懸濁液の代わりに、前記実施例１で調製したトルエン溶液を噴霧液として用いた以
外は、前記実施例１と同様にして、主として樹脂材料で構成された微粒子が絶縁性液体中
に分散した分散液を得た。
　その後、この分散液を攪拌しつつ、温度：１００℃、雰囲気圧力：８０ｋＰａの環境下
に置くことにより、トルエンが除去された液体現像剤を得た。
【０１９４】
　（比較例２）
　まず、前記実施例１と同様にして混練物の粗粉砕物（平均粒径：１．５ｍｍ）を得た。
　次に、ジェットミルを用いて、この粗粉砕物を微粉砕し、平均粒径：５．２μｍの微粉
末とした。
　その後、上記のようにして得られた微粉砕物：２０重量部を、アイソパーＨ（エクソン
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化学社製）：１００重量部と、分散剤（ドデシルトリメチルアンモニウムクロライド）：
１重量部との混合物中に分散させることにより、液体現像剤を得た。
【０１９５】
　（比較例３）
　まず、前記実施例５と同様にして混練物の粗粉砕物（平均粒径：１．５ｍｍ）を得た。
　次に、ジェットミルを用いて、この粗粉砕物を微粉砕し、平均粒径：５．４μｍの微粉
末とした。
　その後、上記のようにして得られた微粉砕物：２０重量部を、アイソパーＨ（エクソン
化学社製）：１００重量部と、分散剤（ドデシルトリメチルアンモニウムクロライド）：
１重量部との混合物中にボールミル粉砕と分散させることにより、液体現像剤を得た。
【０１９６】
　（比較例４）
　まず、電気絶縁性液体として、アイソパーＨ（エクソン化学社製）を用意した。この電
気絶縁性液体の室温（２０℃）での電気抵抗は１×１０１４Ωｃｍ、絶縁性液体の比誘電
率は２．３であった。
　オクタデシルメタクリレート：１００ｇ、トルエン：１５０ｇおよびイソプロパノール
：５０ｇの混合溶液を窒素気流下攪拌しながら温度７５℃に加温した。２，２’－アゾビ
ス（４－シアノ吉草酸）：３０ｇを加え８時間反応した。冷却後、メタノール：２リット
ル中に再沈し白色粉末を凝集後、乾燥した。得られた白色粉末：５０ｇ、酢酸ビニル：３
．３ｇ、ハイドロキノン：０．２ｇおよびトルエン：１００ｇの混合物を温度４０℃に加
温して、２時間反応した。次に７０℃に昇温し、１００％硫酸：３．８×１０－３ｍｌを
加え１０時間反応した。温度２５℃まで冷却し酢酸ナトリウム三水和物：０．０２ｇを加
え３０分間攪拌した後、メタノール：１リットル中に再沈し、凝集後、乾燥し、分散安定
用樹脂を得た。
【０１９７】
　次に、得られた上記の分散安定用樹脂：１２ｇを酢酸ビニル：１００ｇ、オクタデシル
メタクリレート：１．０ｇおよびアイソパーＨ：３８４ｇの混合液を窒素気流下攪拌しな
がら温度７０℃に加温した。２，２’－アゾビス（イソバレロニトリル）：０．８ｇを加
え６時間反応した。開始剤添加後２０分して白濁を生じ、反応温度は８８℃まで上昇した
。温度を１００℃に上げ２時間攪拌し未反応の酢酸ビニルを留去した。冷却後、アイソパ
ーで希釈して液体現像剤を得た。
【０１９８】
　（比較例５）
　エチレン－酢酸ビニル共重合体の部分ケン化樹脂（商品名：デュミランＣ－２２８０、
武田薬品工業社製）：８０重量部を、２－エチルヘキサン酸エステル（商品名：エキセパ
ールＨＯ、花王社製）：２００重量部に加熱時溶解させた後、着色剤としてのシアン系顔
料（大日精化社製、ピグメントブルー１５：３）：２０重量部と混合し、８０℃に加熱し
た熱３本ロールミル（井上製作所社製）で分散した。得られた４０℃に加温している顔料
分散溶液：３０重量部に、アイソパーＨ（エクソン化学社製）：７０重量部をホモジナイ
ザーにて７０００ｒｐｍで攪拌混合しながら添加し、その後更にホモジナイザーにて７０
００ｒｐｍで３０分間攪拌混合した。次いで、サリチル酸Ａｌ塩（商品名：ボントロンＥ
－８８、オリエント化学社製）：１重量部をアイソパーＨ：１００部に溶解した溶液をホ
モジナイザーにて７０００ｒｐｍで攪拌分散しながら添加し、その後更にホモジナイザー
にて７０００ｒｐｍで３０分間攪拌分散を行うことにより、液体現像剤を得た。
【０１９９】
　（比較例６）
　第１の分散液のみを用い、第１の分散液の調製に、自己分散型樹脂としての、側鎖に多
数の－ＳＯ３

－基（スルホン酸Ｎａ基）を有するポリエステル樹脂（ガラス転移点：５８
℃、軟化温度：１１５℃、吸水量：０．２ｗｔ％）：８０重量部と、着色剤としてのシア
ン系顔料（大日精化社製、ピグメントブルー１５：３）：２０重量部と、帯電制御剤とし
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てサリチル酸Ｃｒ錯体（ボントロンＥ－８１、オリエント化学工業社製）：１重量部とを
含む混練物を用い、混練物のトルエン溶液調製時におけるトルエンの使用量、水系乳化液
の調製時における水系液体の攪拌条件を変更することにより、水系乳化液中における分散
質の平均粒径、含有率を表１に示すように変更し、噴霧する各液滴中に複数個の分散質が
含まれるのを防止し、トナー粒子を１個の分散質に対応する大きさ、形状のものとして形
成した以外は、前記実施例１と同様にして液体現像剤を調製した。
　以上の各実施例および各比較例について、液体現像剤の製造条件を表１に示した。
【０２００】
【表１】

【０２０１】
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　［２］評価
　上記のようにして得られた各液体現像剤について、定着強度、保存安定性、帯電特性の
評価を行った。
　［２．１］定着強度
　図４に示すような画像形成装置を用いて、前記各実施例および前記各比較例で得られた
液体現像剤による所定パターンの画像を記録紙（セイコーエプソン社製、上質紙　ＬＰＣ
ＰＰＡ４）上に形成した。その後、記録紙上に形成された画像について、オーブンによる
熱定着を行った。この熱定着は、１２０℃×３０分間という条件で行った。
【０２０２】
　その後、非オフセット領域を確認した後、記録紙上の定着像を消しゴム（ライオン事務
機社製、砂字消し「ＬＩＯＮ　２６１－１１」）を押圧荷重ｋｇｆで２回擦り、画像濃度
の残存率をＸ－Ｒｉｔｅ　Ｉｎｃ社製「Ｘ－Ｒｉｔｅ　ｍｏｄｅｌ　４０４」により測定
し、以下の４段階の基準に従い評価した。
　　○：画像濃度残存率が９０％以上。
　　△：画像濃度残存率が７０％以上９０％未満。
　　×：画像濃度残存率が７０％未満。
【０２０３】
　［２．２］保存安定性
　前記各実施例および前記各比較例で得られた液体現像剤を、温度：１５～２０℃の環境
下に、６ヵ月間静置した。その後、液体現像剤中のトナーの様子を目視にて確認し、以下
の４段階の基準に従い評価した。
　　◎：トナー粒子の凝集沈降がまったく認められない。
　　○：トナー粒子の凝集沈降がほとんど認められない。
　　△：トナー粒子の凝集沈降がわずかに認められる。
　　×：トナー粒子の凝集沈降がはっきりと認められる。
【０２０４】
　［２．３］帯電特性
　帯電特性の評価は、大塚電子社製の「レーザーゼータ電位計」ＥＬＳ－６０００を用い
、以下の４段階の基準に従い評価した。
　◎：電位差が＋５０ｍＶ以上。
　○：電位差が＋４５ｍＶ以上＋５０ｍＶ未満。
　△：電位差が＋３０ｍＶ以上＋４５ｍＶ未満。
　×：＋３０ｍＶ未満。
　これらの結果を、トナー粒子の含水量、体積基準の平均粒径、粒径標準偏差とともに表
２に示す。
【０２０５】



(40) JP 4670380 B2 2011.4.13

10

20

30

40

50

【表２】

【０２０６】
　表２から明らかなように、本発明の液体現像剤では、いずれも、トナー粒子の円形度が
大きく、粒度分布の幅の小さいものであった。また、トナー粒子の形状のばらつき（円形
度の標準偏差）も小さかった。また、本発明の液体現像剤は、定着強度、保存安定性、お
よび、帯電特性に優れていた。これに対し、各比較例の液体現像剤では、満足な結果が得
られなかった。特に、各トナー粒子が１個の分散質に対応するものである比較例６では、
各トナー粒子間での大きさのばらつき、特性のばらつきも大きく、液体現像剤全体として
の信頼性が低かった。
【０２０７】
　また、着色剤を含む分散質と含まない分散質とで構成された分散液を用いた実施例では
、他の実施例と比較して、より鮮明な（発色性の高い）画像が得られた。
　また、着色剤として、シアン系顔料の代わりに、ピグメントレッド１２２、ピグメント
イエロー１８０、カーボンブラック（デグサ社製、Ｐｒｉｎｔｅｘ　Ｌ）を用いた以外は
、上記と同様に液体現像剤の製造、評価を行ったところ、上記と同様の結果が得られた。
【０２０８】
　また、液体現像剤製造装置Ｍ１、Ｍ１’のヘッド部付近の構造を、図３に示すような構
成のものから、図８～図１１に示すような構成のものに変更して、上記と同様に液体現像
剤の製造、評価を行ったところ、上記と同様の結果が得られた。また、図８～図１１に示
すようなヘッド部を備えた液体現像剤製造装置では、比較的高粘度（分散質の含有率の高
い）分散液でも好適に吐出することができた。
【図面の簡単な説明】
【０２０９】
【図１】水系乳化液（水系分散液）の調製に用いる混練物を製造するための混練機、冷却
機の構成の一例を模式的に示す縦断面図である。
【図２】本発明の液体現像剤の製造に用いられる液体現像剤製造装置の第１実施形態を模
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【図３】図２に示す液体現像剤製造装置のヘッド部付近の拡大断面図である。
【図４】本発明の液体現像剤の製造に用いられる液体現像剤製造装置の第２実施形態を模
式的に示す縦断面図である。
【図５】本発明の液体現像剤が適用される接触方式の画像形成装置の一例を示す断面図で
ある。
【図６】本発明の液体現像剤が適用される非接触方式の画像形成装置の一例を示す断面図
である。
【図７】本発明の液体現像剤が適用される定着装置の一例を示す断面図である。
【図８】液体現像剤製造装置のヘッド部付近の構造の他例を模式的に示す図である。
【図９】液体現像剤製造装置のヘッド部付近の構造の他例を模式的に示す図である。
【図１０】液体現像剤製造装置のヘッド部付近の構造の他例を模式的に示す図である。
【図１１】液体現像剤製造装置のヘッド部付近の構造の他例を模式的に示す図である。
【符号の説明】
【０２１０】
　Ｋ１…混練機　Ｋ２…プロセス部　Ｋ２１…バレル　Ｋ２２、Ｋ２３…スクリュー　Ｋ
２４…固定部材　Ｋ２５…脱気口　Ｋ３…ヘッド部　Ｋ３１…内部空間　Ｋ３２…押出口
　Ｋ３３…横断面積漸減部　Ｋ４…フィーダー　Ｋ５…原料　Ｋ６…冷却機　Ｋ６１、Ｋ
６２、Ｋ６３、Ｋ６４…ロール　Ｋ６１１、Ｋ６２１、Ｋ６３１、Ｋ６４１…回転軸　Ｋ
６５、Ｋ６６…ベルト　Ｋ６７…排出部　Ｋ７…混練物　Ｍ１、Ｍ１’…液体現像剤製造
装置　Ｍ２…ヘッド部　Ｍ２’…第１のヘッド部　Ｍ２”…第２のヘッド部　Ｍ２１…分
散液貯留部　Ｍ２２…圧電素子　Ｍ２２１…下部電極　Ｍ２２２…圧電体　Ｍ２２３…上
部電極　Ｍ２３…吐出部　Ｍ２４…振動板　Ｍ２５…音響レンズ　Ｍ２６…圧力パルス収
束部　Ｍ３…分散媒除去部　Ｍ３１…ハウジング　Ｍ３１１…拡径部　Ｍ４…水系懸濁液
供給部（水系分散液供給部）　Ｍ４’…第１の分散液供給部　Ｍ４”…第２の分散液供給
部　Ｍ４１、Ｍ４１’、Ｍ４１”…攪拌手段　Ｍ５…絶縁性液体貯留部　Ｍ５１…攪拌手
段　Ｍ７…ガス噴射口　Ｍ８…電圧印加手段　Ｍ１０…ガス流供給手段　Ｍ１０１…ダク
ト　Ｍ１１…熱交換器　Ｍ１２…圧力調整手段　Ｍ１２１…接続管　Ｍ１２２…拡径部　
Ｍ１２３…フィルター　Ｍ１３…絞り部材　Ｐ…ポンプ　３…水系懸濁液（水系分散液）
　３’…第１の分散液（第１の水系懸濁液）　３”…第２の分散液（第２の水系懸濁液）
　３１…分散質　３１’…第１の分散質　３１”…第２の分散質　３２…分散媒（水系分
散媒）　５…液滴　５’…第１の液滴　５”…第２の液滴　８…トナー粒子　９…絶縁性
液体　１０…液体現像剤　Ｐ１…画像形成装置　Ｐ２…感光体　Ｐ３…帯電器　Ｐ４…露
光　Ｐ１０…現像器　Ｐ１１…現像剤容器　Ｐ１２…塗布ローラ　Ｐ１３…現像ローラ　
Ｐ１４…液体現像剤塗布層　Ｐ１５…メータリングブレード　Ｐ１６…ローラ芯体　Ｐ１
７…現像ローラクリーニングブレード　Ｐ１８…中間転写ローラ　Ｐ１９…二次転写ロー
ラ　Ｐ２０…情報記録媒体　Ｐ２１…除電光　Ｐ２２…クリーニングブレード　Ｐ２３…
クリーニングブレード　Ｐ２４…帯電ブレード　Ｆ４０…定着装置　Ｆ１…熱定着ロール
（加熱ロール）　Ｆ１ａ…柱状ハロゲンランプ　Ｆ１ｂ…ロール基材　Ｆ１ｃ…弾性体　
Ｆ２…加圧ロール　Ｆ２ａ…回転軸　Ｆ２ｂ…ロール基材　Ｆ２ｃ…弾性体　Ｆ３…耐熱
ベルト　Ｆ４…ベルト張架部材　Ｆ４ａ…突壁　Ｆ４ｆ…凹部　Ｆ５…シート材　Ｆ５ａ
…未定着トナー像　Ｆ６…クリーニング部材　Ｆ９…スプリング
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